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当社グループは、環境に関するありたい姿として、日本郵船

グループ 環境ビジョン（以下、本ビジョン）を取締役会での承

認を経て策定しています。
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環境マネジメント

日本郵船グループは、総合物流企業の枠を超え

未来に必要な価値を不断に共創することで

環境課題の解決を世界の先頭に立って牽引し、

地球と人類の持続可能な発展を支える存在で

あり続けます。

特に対処すべき3つの環境課題

● 特に対処すべき3つの環境課題

気候変動対策

2050年ネット・ゼロエミッションの達成に向け、多様なス

テークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の社会実装に

果断に取り組み、グループ一丸となってScope3を含むバリュー

チェーン全体でのGHG排出量の削減を進めます。

海洋環境・生物多様性保全

安全の徹底による海洋汚染の防止や、新技術の積極的な実

装による環境負荷物質の排出量削減、水中騒音の低減、船体

付着物の低減等のほか、海洋プラスチックの分布・影響分析

や環境DNA収集を通じた生態系把握による実効性ある施策を

実践します。

大気汚染防止

船舶・航空機・車両等からの大気汚染物質排出量の削減を

進め、地球環境と人間の健康に優しい事業を実践します。

当社グループは、本ビジョンに基づき日本郵船グループ環境

方針（以下、本方針）を定めています。本ビジョンおよび本方

針は、環境に関する当社グループの最上位の指針であり、グ

ループ会社の意見も取り入れた上で、取締役会で決議されてい

ます。

1.  取締役会での決議に基づくトップマネジメントの明確なコ

ミットメントのもとで、企業活動が地球環境に与える影響を

考慮し、必要な目的・目標を定め、これらを定期的に見直

し、施策の継続的な改善を図ることにより、海洋・地球環

境・生物多様性・水資源・森林等の保全に努めます。

2.  安全・環境に関する法律・規制等の遵守はもとより、グルー

プ内外の多様なステークホルダーとの対話に基づく独自の環

境マネジメントシステムを構築・運用し、その継続的な改善

により環境パフォーマンスの向上に努めます。

3.  運航船隊の安全確保をはじめ、内陸・内水及び航空輸送を

含む全ての輸送モード、並びにターミナル、倉庫等、海・

陸・空に広がるサービスの安全確保に努めます。

4.  バリューチェーン全体で多様なステークホルダーとの協働

に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクル、

温室効果ガスの削減、環境負荷物質の削減、水資源管理、

森林保全等に取り組み、気候変動対策、海洋環境・生物

多様性保全、大気汚染防止等、あらゆる環境課題に対処し

ます。

5.  船舶・航空機・車両等の輸送機器の調達・運用・廃棄に

よる環境負荷を出来る限り小さくすることに努め、多様なス

テークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の社会実

装にも果断に取り組みます。

6.  船舶の解撤においては、安全・環境・人権等に配慮した責

任ある解撤を透明性を持って推進し、サーキュラーエコノ

気候変動対策
海洋環境・

生物多様性保全
大気汚染防止

日本郵船グループ 環境ビジョン
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環境マネジメント

ミーを実践します。

7.  環境課題に対処するための新たな技術の採用に際して、社

内外の関係者へ適切かつ十分な教育・訓練を提供し、公正

な移行を実現します。

8.  社内広報活動・環境セミナー等を通じて、たゆみなく社員

一人ひとりの環境意識を高め、本環境方針を浸透させます。

9.  社会との対話を密にし、バリューチェーン全体での環境リス

ク・機会を含めた積極的な環境情報開示、実効性あるイニ

シアティブでの主体的活動と発信、環境保全活動への助成・

支援に努めることで多様なステークホルダーとの共創を促進

し、グループ内外での環境課題への対応を前進させ、企業

価値の向上に努めます。

代表取締役社長

2001年9月1日制定

2009年4月1日改訂

2017年4月1日改訂

2023年3月31日改訂

気候変動を含む環境関連課題に関わるリスクと機会について

は、各事業部門から提示されたリスクと機会を考慮し、ESG戦

略本部からの諮問に基づきESG戦略委員会において議論されま

す。ESG戦略本部は、ESG戦略委員会にて協議された内容を取

りまとめ、四半期ごとに取締役・経営幹部へ報告します。

環境活動推進体制図（2024年4月1日時点）

※ERM（Enterprise Risk Management）：全社的リスクマネジメント

当社では社長、会長、本部長である執行役員、常勤監査役

等が出席するリスク管理委員会にて経営に大きな影響を及ぼす

可能性があるリスクを全社一括で管理・評価しています。環境

関連課題に関わるリスクについては、ESG戦略本部とリスク管

理委員会が密接に連携し、全社リスクに統合の上、年1回取締

役会へ報告しています。

取締役会

ESG戦略委員会
責任者：ESG戦略本部 副本部長

・ ESG課題の共有と各本部からの 
意見集約、情報伝達

監督

リスク管理委員会（ERM※機能）
責任者：社長

報告（年1回）

報告（四半期に1回）
気候変動リスクに関して連携

ESG戦略本部
責任者：ESG戦略本部 本部長

・ ESG経営の実践を主導
・ 気候変動に関する戦略、 
リスクと機会を一元対応
・ ESG経営の方針／目標／KPI管理

投融資審議会
責任者：企画担当執行役員

R&D審議会
責任者：企画グループ長

経営会議
議長：社長

組織体制
日本郵船グループ 環境ビジョン

日本郵船グループ環境方針

組織体制

環境ISO認証

外部機関を活用した
環境マネジメントの強化
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環境マネジメント

当社は、ISO14001:2015に基づいてマルチサイトシステムに

よる環境マネジメントシステム認証を取得しています。また、海

外を中心に、独自の環境マネジメントシステムを取得している

グループ会社もあり、認証取得会社の当社グループ連結売上高

に占める割合は約44％です。

ISO Certificate

マルチサイトシステムによるISO14001認証取得サイト数（地域別）

● 内部監査・外部監査の実施状況

当社では、マルチサイトシステムによる環境マネジメントシス

テム認証取得会社に対し、ISO14001：2015規格の要求に従っ

て環境内部監査を実施しています。また、定期的に認証機関に

よる外部審査を受検し、認証を維持しています。

米州地域
サイト数 1

欧州地域
サイト数 3

日本
サイト数 49

東アジア地域
サイト数 5

南アジア・
オセアニア地域
サイト数 6

環境ISO認証

外部機関を活用した環境マネジメントの強化

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment015.pdf

Link
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シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

外部との共創

取り組み

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

目標

新脱炭素目標

ガバナンス

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
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脱炭素

当社グループは、気候変動が事業に及ぼす影響について、

中長期的な時間軸でリスクと機会を分析し、経営戦略に取り入

れ、その対応推進のための管理体制を敷いています。気候変

動対応を含む環境関連課題のガバナンス体制については「環

境マネジメント」をご参照ください。

当社グループは、脱炭素社会への移行を機会と捉え、低・

脱炭素化への取り組みを積極的に推進し、環境負荷と事業活

動のデカップリングによる持続可能な成長を目指します。脱炭

素の取り組みを通じて自社の競争力を強化するとともに、脱炭

素社会に向けた社会的要請に応える積極的な先行投資を実施

し、ステークホルダーとの相互利益を創出することで、持続可

能な社会の実現に貢献していきます。

当社グループでは、気候変動に関わるリスクと機会につい

ては、各事業部門から提示された内容に応じて、ESG戦略本

部からの諮問に基づきESG戦略委員会において議論されます。

ESG戦略本部は、ESG戦略委員会にて協議された内容を取りま

とめ、取締役・経営幹部へ報告します。

会長、社長、本部長である執行役員、常勤監査役などが出

席するリスク管理委員会にて経営に大きな影響を及ぼす可能性

があるリスクを全社一括で管理・評価しており、気候変動に関

わるリスクについては、ESG戦略本部とリスク管理委員会が密

接に連携し、全社リスクに統合の上、各事業年度に2回取締役

会へ報告されます。

ガバナンス 戦略とリスク管理

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

当社グループは、気候変動におけるシナリオ分析を用いたリ

スクと機会の評価と、それらが事業戦略や業績に及ぼす影響を

把握することが重要であると認識しています。長期的な事業運

営の観点から、これまで行っていた当社独自の輸送需要予測に

気候変動要素を加味し、合理的なシナリオを前提としたリスク

管理と機会の把握に努めています。

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく

開示報告書」では気候変動シナリオを用いて「1.5℃シナリオ」

ならびに「2-3℃シナリオ」での2050年における事業環境認識

と戦略を整理し、開示しています。各事業におけるシナリオ分

析の詳細は「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提

言に基づく開示報告書」をご参照ください。

気候変動対応管理体制

シナリオ分析とリスク・機会の特定

リスクと機会の評価プロセス

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment005.pdf

Link
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GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み
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脱炭素

気候変動に関するリスク・機会 当社グループへの影響
影響度

当社戦略1.5℃
シナリオ

2-3℃
シナリオ

移行
リスク
と機会

規制 カーボンプライシングの導入 リスク ・国際海事機関（IMO）および各国当局によるGHG排出規制の強化に伴う低炭素技術への投資負担増
・当社運航船舶が排出するGHGに対する課税による運航コスト増加 小 小

•  DXによる運航効率改善を進め、LNG・アンモニア燃料船、代替燃料導入によ
るGHG排出量削減に取り組みながら、これらの投資コストおよび一部で残る
とされるカーボンコストを適切な形で海上輸送運賃へ反映

技術 LNG・次世代燃料船の船員確保
リスク •  LNG燃料船・次世代燃料船に対応可能な高等技能を有する船員の不足 中 小

•  中核となる日本人船員に加え、フィリピンの商船学校やシンガポールの自社
船舶管理会社を通じ、質の高い船員を確保機会 •  高等技能を有する船員への需要の高まりによる、船舶管理会社の新たな商機 大 中

市場

荷動き・輸送需要の変化

リスク •  GHG排出量の高い既存エネルギー資源の需要減少による、ドライバルク・エネルギー輸送事業に
おける収入機会の減少 大 中

•  多岐にわたる既存中核事業の強化のみならず新規成長事業の開拓を進め、経
営上のレジリエンス（強靭性）強化

機会 •  再生可能エネルギー需要増加を踏まえた、洋上風力バリューチェーン、水素、アンモニア、バイオ
燃料等の新たな輸送事業の拡大 大 中

顧客動向の急速な変化
リスク •  GHG排出量削減の取り組みの遅れによる顧客離れ 大 中 •  他社に先駆けて低炭素・脱炭素船への積極投資を推進し、環境優位性を確保

•  社会動向・脱炭素化技術の進歩等を踏まえながら適宜シナリオと投資計画の
見直しを実施機会 •  低炭素・脱炭素の海上輸送サービスに対する需要の強まりによる投資先行者優位性 大 中

当社船隊の脱炭素化の
遅れによる座礁資産化 リスク •  船隊の脱炭素化の遅れ（ゼロエミッション船の早期普及を含む）による、既存燃料船およびLNG燃

料船の座礁資産化 中 小

•  LNG燃料船を効率的にアンモニア燃料船に改造・転換可能な「アンモニア
Ready LNG燃料船」の開発に向け、フィンランドの船舶技術コンサルタント
会社と共同で仕様設計を推進

•  既存の資産を活用した段階的な低炭素化に向け、油焚き船におけるバイオ燃
料や、LNG燃料船におけるバイオLNGなど、ドロップイン燃料活用の課題抽
出と影響評価を開始

資金調達コスト
リスク •  グリーンファイナンス等の活用ができず、競合他社に劣る条件での資金調達となる可能性 中 小

•  環境問題に対する方針をWebサイトや統合報告書（NYKレポート）等で外部に
対して積極的に発信し、グリーンファイナンスによる資金調達に注力機会 •  環境優位性の確保によるグリーンファイナンスを活用した資金調達コストの低減 大 中

物理的
リスク

急性的 異常気象／海象の頻発と激甚化 リスク •  荒天遭遇による暴風圏回避のための、または運航スケジュール維持のための増速に伴う追加燃料
費用の発生 小 小 •  独自システムを使った航路変更決定支援や、運航担当者および陸上勤務の海

上社員による細やかな運航支援を通じたリスク・コストの最小化

慢性的 海面上昇 リスク •  低海抜地域に所在する当社グループ保有の不動産・倉庫やターミナル・港湾施設の使用制限
•  稼働している港が限定されることによる滞船等の発生 小 中 •  海面上昇の影響を受ける対象資産は限定的なるも、リスクの高まりに備えた

リース活用など柔軟な施策を検討

急性的 パナマ運河に対する気候変動影響 リスク •  パナマ周辺の高温化と少雨化に伴う、Gatun湖（パナマ運河の水源）の渇水深刻化 中 大 •  パナマ運河庁との戦略的な関係構築を模索

詳細は以下をご覧ください

ESGファイナンスP.066

● 気候変動により想定される主なリスク・機会

当社グループは、気候変動により想定されるさまざまなリスクや機会について評価・管理しており、長期的な視点で事業への影響を確認しながら競争力の強化を図っています。 
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ネット・ゼロ達成シナリオ
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Scope1+2 Scope3 CDR：Carbon Dioxide Removal（炭素除去）
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▲70%

GHG排出ピークアウト1

中期目標の達成2

残余排出量の中和3

ネット・ゼロ4

(百万t-CO2e)

(年度)

9.0 

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

当社グループは、2050年GHG排出量ネット・ゼロ達成に向けて、GHGの「削減」と「除去」の2つのアプローチで取り組むシナリオを策定し、

この着実な実行を通じて社会の脱炭素化を海上輸送面から支える存在となり、ひいては持続可能な社会の実現を目指します。

「削減」と「除去」のアプローチでGHG排出量ネット・ゼロを目指す

0
zero

• 直接排出
•  電気などの使用に 
伴う間接排出 •  サプライチェーン上

の排出

•  残余排出量の 
中和

Scope

1+2
Scope

3
CDR

Carbon Dioxide
Removal
（炭素除去）

GHG排出量削減 GHG除去 ネット・ゼロの
達成

ネット・ゼロ達成シナリオ
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Scope1,2 戦術①

顧客と協業し、船舶の運航効率を最大化する
ためのフレームワークとマネジメント強化

ESG戦略委員会

GHG削減タスクフォース

IBIS※ チャレンジ

※ IBIS：Innovative Bunker and Idle-time Saving

IBISフロンティア

役 員

マネジメント

オペレーター

全 社 員

脱炭素・ESG全般に関する勉強会

船舶運航改善に特化したワークショップ

運航上の改善 技術力の向上

社外パートナーと協働し、
エネルギー効率を改善

性能改善WG

改造工事
(ドライドック)

ESG戦略委員会

長年の船舶運航によって
蓄積された知見と経験

実海域での運航データ
収集・解析

エネルギー効率
改善プログラム

エンジニアリング会社との
パートナーシップ

化石燃料

LNG (CH4)

単元燃料

二元燃料

LPG

メタノール

オイル
(e-/bio-)

現在の
代替燃料オプション 次世代燃料

Bio–LPG
DME

メタノール
(e-/bio-)

トランジション期間

アンモニア
(e-/bio-)

※1 ドロップイン：船舶やそのエンジンの改造を必要とせずに使用できる燃料のこと
※2 LMG（Lique�ed Methane Gas）：液化メタンガス　※3 DME（Dimethyl Ether）：ジメチルエーテル

トライアル
期間

グレー ブルー グリーン

バイオ燃料の使用割合を拡大

ドロップイン※1LMG※2 燃料のシェアを拡大

ドロップインLPGまたはDME※3 燃料のシェアを拡大

アンモニア
(設計段階)

メタン
(e-/bio-)

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

● ネット・ゼロへの道筋／GHG排出量削減

Scope1,2のGHG排出量削減に向けては、2つの戦術で段階

的に取り組みを深化させていく計画です。すなわち2030年まで

は戦術① エネルギー効率の最大化（運用／仕様）に向けた取り

組みを進め、2030年以降は戦術② 代替燃料による加速を目指

します。

なおScope３に関しては、戦術①②と並行してステークホル

ダーとのデータ共有と協働を進め、低炭素なバリューチェーン

の構築を通じてエコシステムの構築を目指します。

Scope1,2 戦術① エネルギー効率の最大化（運用／仕様）

日々のオペレーションとエネルギー効率の改善を通じて、既

存船隊からのGHG排出量の削減を推進します。

Scope1,2 戦術② 代替燃料による加速

2030年よりGHG以外の環境影響も考慮した代替燃料船を順

次導入し、レジリエントな船隊ポートフォリオを構築します。

Scope1,2 戦術②
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シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

当社は2018年11月、当社グループ会社である（株）MTIおよ

びフィンランドの船舶技術コンサルタント会社Elomatic社と共

同で、GHG排出量削減目標の達成と船舶の脱炭素化の実現に

向けて「NYK スーパーエコシップ 2050」を考案しました。

2009年に発表した未来のコンセプトシップ「NYKスーパーエ

コシップ2030」の各要素技術を見直した本船は、船体改造、

軽量化、高効率化やデジタライゼーションの活用を通じてGHG

排出量を100％削減するゼロエミッションの新コンセプトシップ

です。

今後、「NYK スーパーエコシップ 2050」で掲げた要素技術

の研究開発・検証・導入に向けて、海事産業のグローバルで

広範なパートナーとのコラボレーションを推進していきます。

内部炭素価格制度（ICP／インターナルカーボンプライシング）

当社グループでは、2020年度より内部炭素価格制度（ICP）

を導入し、投資判断を審議する投融資審議会や経営会議にお

いて、投資判断に資する参考情報として活用しています。ICP

の活用により財務情報とGHG排出量を紐づけ、GHG排出量

削減価値を可視化し、さまざまな部署や案件の評価基準を

統一することで健全な意思決定の促進を図ります。適用価

格は2026年度まではUS$120/t-CO₂、2027～2030年度は

US$200/t-CO₂、2031年度以降はUS$250/t-CO₂と設定してい
ます。

● ネット・ゼロへの道筋／GHG除去

ゼロエミッションへの移行が困難なGHG残余排出量のカ

バーに向けては、ネガティブエミッション技術（NETs）※を活用

した炭素回収・利用・貯留（CCUS）のバリューチェーン構築に

向けた事業への出資・参画を進めるほか、カーボンクレジット

を通じた新たなグリーンビジネスの創出にも取り組みます。

NYKスーパーエコシップ2050

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment006.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=bYIcgxqqJbE

Link

※ネガティブエミッション技術（NETs）：大気中または海洋中のCO2を回収・除去する技術の総称
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2023年11月に当社グループは「NYK Group Decarbonization 

Story」を発表し、その中で2050年に向けた脱炭素戦略、なら

びにGHG削減目標を公表しました。

目標

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

当社グループは2018年に発表した中期経営計画より、GHG

排出量削減目標を開示し、着実に削減に向けて取り組んでき

ました。昨今の外航海運では脱炭素の動きが一段と加速して

おり、このような世界的潮流を踏まえ、当社グループがこれ

からも社会や産業から必要とされる存在であり続けるため、

2018年に公表した中長期環境目標（2015年比で船舶、海上

輸送によるGHG排出量を2030年度までに30%減、2050年ま

でに50%減）から目標の見直しを実施し、2021年を基準とし

て2030年に45％削減（Scope1+2）、2050年にはネット・ゼロ

（Scope1+2+3）を達成することとしています。最新のGHG削

減目標の詳細は右記の通りです。

目標年 2030年 2050年

グループ全体のScope1+2 45%削減（2021年度比）
ネット・ゼロ

グループ全体のScope3 －

発表年 2018年 2021年

発表媒体 中期経営計画“Staying Ahead 2022 with Digitalization 
and Green” 環境宣言※

目標種別 効率 総量

グループ全体のScope1+2 外航海運＋飛行機
30%削減

外航海運
ネット・ゼログループ全体のScope3

目標年 2030年 2050年

基準年 2015年 －

※  環境宣言：2021年9月30日、日本郵船グループの外航海運事業に関連するGHG削減長期目標を「2050年までのネット・ゼロエミッション達成」とすることを決定

過去のGHG排出量削減目標は下記の通りです。

排出量削減に向け、効率目標から総量目標へと変更しました（パリ協定1.5℃シナリオ準拠）。

新脱炭素目標

詳細は以下をご覧ください
NYK Group Decarbonization Story

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment003.pdf

Link
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当社グループは、「GHGを減らす」「GHGを出さない」「GHG

を取り除く」の３つの側面からの脱炭素に向けた活動に加え、

脱炭素技術の研究開発を推進しています。

取り組み

低炭素輸送サービスLNG燃料供給体制の構築

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

● LNG燃料供給体制の構築

船舶では従来、重油が燃料として使用されてきましたが、

LNGへ燃料転換することで、重油使用時と比較してCO₂、NOx

（窒素酸化物）、SOx（硫黄酸化物）を大幅に削減することがで

きます。当社グループは、舶用LNG燃料をゼロエミッション燃

料が実用化するまでのブリッジソリューションと位置付け、業界

のフロントランナーとしてLNG燃料供給事業を展開しています。

当社グループは船会社の立場から需要と供給の双方に関与

できることから、世界各地の重要拠点においてLNG燃料のバ

リューチェーン構築を進めています。

● LNG（液化天然ガス）活用の全体像 

当社グループは2017年に世界初となるLNG燃料供給船を竣

工させ、欧州にて北海・バルト海を航行する船舶へのLNG供

給を開始しました。LNG燃料の供給網を構築し、運航開始時

から安定した事業運営が行えるように体制を整え、実運用につ

なげています。

LNG燃料供給事業の進展

年月 取り組み
2017年
2月 世界初のLNG燃料供給船“Green Zeebrugge”の運航を開始

2018年
5月

川崎汽船（株）、（株）JERA※1、豊田通商（株）と当社の４社で、中
部地区におけるLNG燃料販売事業に関わる合弁会社２社、セ
ントラルLNGシッピング（株）（CLS）、セントラルLNGマリン
フューエル（株）（CLMF）を設立

2018年
7月

CLS社がLNG燃料供給船を川崎重工業（株）へ発注。国内初の
LNG燃料供給船として、2020年に中部地区にて就航し、CLMF
社によるLNG燃料供給事業に使用

2018年
8月

九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の４社で、瀬
戸内・九州地区におけるLNG燃料供給事業の事業化に向けた
共同検討覚書を締結

2019年
2月

MLZ社が、ノルウェーの多国籍エネルギー企業Equinor ASA社
とLNG燃料供給契約を締結。2020年よりロッテルダム港など
で、シャトルタンカー４隻への供給を開始

2019年
5月

九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の4社で、瀬
戸内・九州地区で初のLNG燃料供給を実施

2020年
9月

CLS社が発注した国内初のLNG燃料供給船の船名を「かぐや」
と命名

2020年
10月

LNG燃料供給船「かぐや」が、LNG燃料自動車専用船「SAKURA 
LEADER」に対し、日本初の「Ship to Ship」※2方式による船舶向
けLNG燃料供給を実施

2021年
9月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の４
社で、九州・瀬戸内地域における船舶向けLNG燃料供給事業化
に向けた共同検討に関する覚書を締結。LNG燃料供給船の建
造・保有に関する検討を本格化

2022年
2月

九州電力（株）、伊藤忠エネクス（株）、西部ガス（株）と当社の4
社で合弁会社KEYS Bunkering West Japan（株）を設立。九州・
瀬戸内地区でのLNG燃料供給拠点を整備

2022年
3月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の４
社で合弁会社を設立し、LNG燃料を船舶に供給するための自
社船舶（LNGバンカリング船）１隻の造船契約を締結

2024年
3月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の4社
による合弁会社が手掛けたLNGバンカリング船「KEYS Azalea
（キーズ アザレア）」が竣工

※1 2018年5月のCLS社およびCLMF社設立当時は中部電力（株）
※2  Ship to Ship：岸壁・桟橋に係留中のLNG燃料船、もしくは錨泊中のLNG燃料船にLNG
燃料供給船が接舷（横付け）してLNG燃料を供給する方法

商社

エネルギー事業者

日本郵船（株） 自動車メーカー
JVにてLNG燃料供給体制を
確立し、国内初のLNGバンカ

リング船を進水

2020年以降
LNG燃料自動車専用船を

順次就航。
顧客のGHG削減に貢献

GHGを減らす
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脱炭素

当社運航船として6隻目のLNG燃料自動車専用船「SUMIRE LEADER」

LNG燃料ケープサイズドライバルク船「SG OCEAN」
（LNG二元燃料エンジン搭載船）

※ ケープサイズ：載貨重量トン数が12万トン以上のばら積み船。6万トン以上12万トン未満の
船舶はパナマックスサイズと呼ばれます

● LNG燃料船
�LNG燃料自動車専用船への積極投資 

（低炭素輸送サービス） 

2020年10月に、本邦初のLNG燃料自動車専用船「SAKURA 

LEADER」が竣工しました。本船は大型のLNG燃料タンクを備

えた当時世界最大級の自動車専用船で、船幅拡張など主要目

の最適化や貨物積載スペースの最大化のための設計に工夫を

凝らし、1隻あたり約7,000台（基準車換算）の輸送が可能です。

本船は、国際海事機関（IMO）のEEDI規制※Phase3（2025年

からの適合要求）の基準値を大幅に上回る約40%のエネルギー

効率（輸送単位あたりのCO₂排出量）の改善が可能となり、従
来の重油焚き機関に比べSOxは約99%、NOxは約86%の排出

削減が可能です。

当社では、「SAKURA LEADER」に続いて、低・脱炭素燃料

船の導入を積極的に進めており、2024年6月時点で合計8隻

のLNG燃料自動車専用船が就航しています。

�LNG燃料ドライバルク船への積極投資 

（低炭素輸送サービス） 

当社は自動車専用船のみならず、LNGを主燃料とする大型ド

ライバルク船の投入にも力を入れています。2019年には、世界

初のLNG燃料大型石炭専用船の建造を決め、2024年に竣工し

ました。

また、2021年には当社としては初めてケープサイズ※のLNG

燃料ドライバルク船の建造発注を決定し、2024年に竣工しま

した。

●  最適運航とGHG排出量削減の両立を目指す 

「IBISプロジェクト」

当社グループは、より高品質かつ環境負荷を抑えた安全運航

を目指すべく、さまざまな取り組みを進めています。

2012年度から最適経済運航「IBIS（Innovative Bunker & 

Idle-time Saving）プロジェクト」を開始し、ビッグデータを活

用した幅広い運航効率の改善活動を進めてきました。活動対

象の拡大に沿って名称を「IBIS TWO」、「IBIS TWO Plus」へと

進化させ、特に2020年度からは燃料節減活動を通じてESGの

“E”に貢献するべく、グループ会社の垣根を越えて最適経済運

航を追求してきました。

2023年度からは「IBIS Three」と名称を変更し、最適経済

運航とGHG排出量削減の追求により、企業価値と社会価値を

同時に創出することを目指しています。本プロジェクトで担っ

ている運航効率の改善は当社グループの掲げる脱炭素目標達

成のために欠かせない要素です。現場の社員と陸上で働くオペ

レーターとのコミュニケーションや陸上からの遠隔支援などベ

ストプラクティスの共有を組織的に進め、より高度な運航業務

に挑戦していきます。

※ EEDI規制：船舶汚染防止国際条約1997年議定書（MARPOL条約付属書VI）の2013年改正
に基づく船舶のエネルギー効率の規制。EEDI（エネルギー効率設計指標）とは、1トンの貨物
を1マイル運ぶのに必要なCO₂のグラム数を示し、基準値（ベースライン）からの削減率が段
階的に強化されます。自動車専用船では2015年（Phase1）に5%、2020年（Phase2）に15%、
2025年（Phase3）に30%の削減が義務付けられています

SUSTAINABILITY REPORT 2024 039



環境
脱炭素

IBISプロジェクトの変遷
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（コウノトリ）が青い地球を運ぶ姿を描き、GHG排出量削減で

地球を守る決意を表現しています。背景の二色の輪は、当社の

トレードカラーである青と赤で無限大（∞）を表現し、継続的な

燃料節減やGHG排出量削減の取り組みにより、青い地球を永

久に残すことを重ねてイメージしたものです。
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脱炭素

●  船底付着物の除去による推進効率の改善

船体やプロペラに付着する海藻や貝殻などは推進抵抗を増

し、運航時の燃料消費量の増加を招きます。船底には付着を

防ぐための塗料を塗布しますが、一定期間を過ぎると付着が始

まってしまいます。当社は、定期的にダイバーによる海中の船

体汚損状況や船底塗装状況の点検を行い、最適な時期にアン

ダー・ウォーター・クリーニング（UWC＝海中における船底付

着物除去作業）や、プロペラ研磨を実施しています。UWCやプ

ロペラ研磨は運航時の燃料油消費削減効果※に役立つほか、生

物多様性保全の観点からも重要であるため、当社グループは環

境に配慮した船体のメンテナンスに積極的に取り組んでいます。

●  ターミナル・倉庫での環境活動

国内ターミナル 

当社は、2040年までに国内コンテナターミナルでカーボン

ニュートラルを達成する目標を設定し、国内港湾における脱炭

素化を目指しています。

（活動の例）

• 環境対応型荷役機器の導入（大井ターミナル・六甲ターミナル）

• コンテナ立体格納庫（大井ターミナル）

• 煤煙低減および燃費削減が可能な添加剤を燃料に使用

2012年 2013年 2019年 2022年 2023年

「IBISプロジェクト」開始
（コンテナ船対象）

「IBIS TWO  Plus」に名称変更
適合燃料油対応に枠組みを拡大

プロジェクト発足10年目

「IBIS TWO」に名称変更
全船種に対象を拡大

ESGの「E」に貢献するべく
燃料節減活動を継続

「IBIS Three」に名称変更
最適経済運航とGHG排出量削減の両立へ

2020年
実験前

UWC実施前と実施後の比較

実験後

プロペラ研磨実施前と実施後の比較

実験前 実験後

※UWCで約10％、プロペラ研磨で1～2％の燃料油消費削減効果が期待できます
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脱炭素

• ハイブリッド荷役機器の導入

• 環境負荷の少ない新型トラックへの代替

• ドライバーへのエコドライブ講習

• コンテナヤード内で排出される廃棄物のリサイクル

●  海外ターミナル

Yusen Terminals Inc. （ロサンゼルス）では、太陽光発電シ

ステムおよびターミナル内移動用の電気自動車を導入し、CO₂
の排出削減とロサンゼルス市の公害対策に寄与しています。ま

た、電力の使用効率を上げる力率改善装置や陸上から船に必

要電力を供給するシステムの陸側接続箱も設置しています。

ベルギーでは、当社100％子会社の International Car 

Operators N.V.社がZeebrugge港の敷地内で風車を稼働させ、

施設内の電力をすべて賄っています。また、2023年1月には、

当社が出資している関連会社が運営する中国・天津港の完成

車ターミナルにおいても、風力発電タービン全2基が稼働を開

始し、稼働済みの太陽光発電と合わせて全電力を賄うことが可

能となりました。

●  各種施設への太陽光発電装置の設置

当社は、2002年より飛田給研修所・体育場の屋上に太陽光

発電装置を設置しています。この発電装置は計6基、120cm

×80cmサイズの発電パネルを合計420枚使用しており、研修

所・体育場が使用する電力の約30％を賄うことができます。そ

の他、国内外の施設で太陽光発電システムを設置・稼働して

います。

● アンモニア 

脱炭素社会の実現に向けたエネルギーシフトが加速している

中、GHGの排出量削減が喫緊の課題となっている海運分野で

は、船舶用燃料を従来の重油からLNG、さらには次世代のゼロ

エミッション燃料へと転換するための研究開発が進んでいます。

燃焼してもCO₂を排出しないアンモニアは、地球温暖化対策
に貢献するゼロエミッション燃料として期待されていますが、ア

ンモニアを船舶燃料として活用するためのハードルはいくつか

あります。課題の一つは、安全性の確保です。アンモニアは毒

性を持つことから、船員がアンモニアを安全に取り扱うための

対策が不可欠です。また、燃料用途での活用を実現するには、

従来の肥料用途とはまったく異なる規模の生産が必要であるた

め、燃料アンモニア市場の形成とサプライチェーンの構築が必

要不可欠となる点も課題です。

当社グループは、グリーンイノベーション基金※の助成やパー

トナーとの協働により、アンモニアをはじめとする次世代燃料

船の技術開発に留まらず、次世代燃料の商用化に向けたサプラ

イチェーン全体の構築への参画、法令対応や安全ガイドライン

を含めた実装もリードしています。

GHGを出さない  ～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

ロサンゼルスターミナルの
太陽光発電システム

完成車ターミナル内に設置された
風力発電タービン（ベルギー）

※ グリーンイノベーション基金：「2050年カーボンニュートラル」に向けてエネルギー・産業部
門の構造転換や、大胆な投資によるイノベーションといった現行の取り組みを大幅に加速す
るため、NEDOに2兆円の基金を造成し、官民で野心的かつ具体的な目標を共有した上で、
これに経営課題として取り組む企業などに対して、最長10年間、研究開発・実証から社会実
装までを継続して支援する基金制度。グリーン成長戦略において実行計画を策定している重
点14分野を中心に支援が行われます
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アンモニアサプライチェーン構築をパートナーとともにけん引

アンモニア燃料船開発プロジェクトの展望

アンモニア燃料船の技術開発のみならず、
法令対応・安全ガイドラインも含めた実装をリードする

サプライチェーン全体
での参画に向けて
取り組み中

&2�
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+

液化
アンモニア

1+�

2�
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アンモニア輸送船
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脱炭素

● アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発 

当社は、2021年10月にグリーンイノベーション基金事業の

一環である（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下、NEDO）助成事業の公募採択を受け、共同開発パートナー

である（株）ジャパンエンジンコーポレーション、（株）IHI原動

機、日本シップヤード（株）および協力機関である（一財）日本

海事協会とともにアンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開

発に取り組んでいます。2023年12月には、初となる国産エン

ジンを搭載したアンモニア燃料アンモニア輸送船（AFMGC：

Ammonia-fueled Medium Gas Carrier）の建造に関わる一連

の契約を締結しました。

●  アンモニア燃料タグボート 

（AFT, Ammonia-fueled Tug）

当社は、「アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発」の

一環として、（株）IHI原動機、（一財）日本海事協会とともに、

世界初のアンモニア燃料タグボートの実用化に向けて取り組ん

でおり、2022年7月に基本設計承認（AiP）※を取得しました。

当社グループの（株）新日本海洋社が東京湾内で運航してい

たLNG燃料タグボート ｢魁｣ を、アンモニア燃料タグボートと

するため、当社グループの京浜ドック（株）の追浜工場（神奈川

県）で改造工事を行いました。

※ 基本設計承認（AiP＝Approval in Principle）：認証機関が基本設計を審査し、技術要件や
安全性の基準を満足すると承認されたことを示すもの

2024年 2035年頃

タグボート

第1船就航

アンモニア輸送船 自動車専用船

外航船舶就航 規模拡大

主機換装による
アンモニア燃料船化

2026年
アンモニア燃料船

・ 共創によるR&D推進
・ 早期就航で知見の先行蓄積（2030年～）
・ 隻数拡大
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ClassNK
（日本海事協会）

安全性に関する技術検証
国際的なガイドライン策定の基礎研究

法規制対応支援

用途 担当 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

主機 （株）IHI原動機

船体開発 日本郵船（株） 竣工

運航 日本郵船（株）

アンモニア燃料タグボートの開発・実装
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ネット・ゼロ達成シナリオ
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脱炭素

本改造工事では主機（以下 ｢エンジン｣）・燃料タンクを含む

機関全体を交換するため、機関室を切断して既存LNG燃料仕

様の設備を取り出し、新たにアンモニア燃料仕様のものを設置

しました。新たに搭載されたアンモニア燃料エンジンは、IHI原

動機太田工場（群馬県）で実機による運転試験を終え、CO₂の
約300倍の温室効果があるN₂O（一酸化二窒素）や未燃アンモ
ニアの排出がほぼゼロとなることが確認されています。

2024年8月にアンモニア燃料タグボート「魁」が竣工し、引

き続き（株）新日本海洋社の運航により世界初のアンモニア燃

料船として脱炭素効果や運航の安全性を検証するための実証

運航を行いました。

アンモニア燃料輸送船 
（AFAGC, Ammonia-fueled Ammonia Gas Carrier） 

当社は、アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発の一環

として、（株）ジャパンエンジンコーポレーション、（株）IHI原動

機、日本シップヤード（株）とともにアンモニア燃料アンモニア

輸送船 （AFAGC）の研究開発を進めています。2022年9月には

基本設計承認（AiP）を取得しており、2026年度の就航を目標

にさらなる設計最適化に取り組んでいます。

アンモニア燃料アンモニア輸送船（AFAGC） アンモニア燃料タグボート「魁」

�アンモニアReady LNG燃料船 
（ARLFV, Ammonia-fuel Ready LNG-Fueled Vessel）

当社は、当社グループ会社である（株）MTIおよびフィンラン

ドの船舶技術コンサルタント会社Elomatic社とともに、アンモ

ニアが舶用燃料として供給可能な設備が整備された際に、直ち

にアンモニアを舶用燃料として使用できる船舶に転換すること

が可能なLNG燃料船「アンモニアReady LNG燃料船」の設計・

開発に取り組んでいます。

3社はアンモニアReady LNG燃料船を、舶用燃料がLNG

からアンモニアに完全に切り替わるまでのネクストブリッジソ

リューションと位置付けています。現在はコンセプトの設計が

完了し、造船所や船舶用機器メーカーと実際の設計を進めてい

ます。4ストロークエンジン開発・製造・試験運転

船体設計・試験運転・建造

法令対応・運航マニュアル策定 実証運航・実装運航 アンモニア燃料の供給に向けた取り組み

・ 世界初となるTruck to ship方式での船舶への 

燃料アンモニア補給を実施

当社は、当社が保有し2024年8月下旬に竣工したアンモニア

燃料タグボートに対し、7月に燃料アンモニアを補給しました。

本件は、Truck to Ship方式※での船舶への燃料アンモニアの補

給としては世界初の事例となります（2024年7月、当社調べ）。

※ Truck to Ship 方式：船舶への燃料供給手法の一つで、タンクローリーからフレキシブルホー
スを通じて船舶へ燃料を供給します
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脱炭素

● 水素
�国際液化水素サプライチェーンの構築に向け、 
JSE Oceanに資本参加

当社は2023年9月、川崎汽船（株）、（株）商船三井とともに日

本水素エネルギー（株）の子会社であるJSE Ocean（株）へ第三者

次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合（AHEAD）

水素社会の早期実現に向けて、当社は2017年から次世代

水素エネルギーチェーン技術研究組合（Advanced Hydrogen 

Energy Chain Association for Technology Development、以

下AHEAD）に参画しています。

AHEADは2020年にNEDO助成事業の公募採択を受け、

MCH（メチルシクロヘキサン）を用いて世界初となる水素国際サ

プライチェーンの実証を完了しました。

また、2021年からはENEOS（株）が国内で実施するMCH実証

事業へ、ブルネイで生産したMCHを2022年まで供給しました。

次世代燃料実用化に向けたパートナーシップ

新たな分野への挑戦には「技術力」×「協創」の組み合わせ

が必要であり、「協創」はイノベーションを推進する原動力です。

当社はさらなる「協創」を生み出すべく、以下のネットワーク

に参画しています。

今後も世界トップクラスの国内外のパートナーとの協創により、

海運業界のみならず社会全体の脱炭素化に取り組んでいきます。

・ 船舶間の燃料アンモニア供給設備を日本で初めて開発

当社は2023年8月、原油やLNGなどの液体の荷役機器製造

で国内シェアトップのTBグローバルテクノロジーズ（株）（以下

TBG社）と、液体を船舶間で供給するための装置「バンカリン

グブーム」を、日本で初めて燃料アンモニア向けに共同開発す

る基本合意書を締結しました。液体の漏洩を確実に防ぐTBG

社の技術を採用することで、船舶の脱炭素化への貢献に加え、

毒性の高いアンモニアを船舶に供給する際の安全性を大きく高

めることも期待されます。なお、2024年7月には同装置の基本

設計承認（AiP）を（一財）日本海事協会より取得しています。

・ 浮体式アンモニア貯蔵再ガス化設備搭載バージ 
（A-FSRB, Ammonia Floating Storage Regasification Barge）

当社、日本シップヤード（株）、（株）IHIの3社は、世界で初

めてアンモニア専用の浮体式貯蔵・再ガス化設備を搭載した

バージの研究開発に取り組んでおり、2023年1月に基本設計

承認（AiP）を取得しました。燃料アンモニアの安定供給に際し

て、陸上設備（貯蔵タンク、再ガス化設備等）の代替設備とし

て活用することで、燃料アンモニア導入の早期実現に寄与する

ことが期待されます。

割当増資にて資本参加し協業することに合意しました。

JSE Oceanは、日本水素エネルギーの子会社として、液化

水素運搬船による液化水素の海上輸送事業検討を目的として

2023年1月に設立されました。今般の第三者割当増資を通じ

て当社は、世界初の大型液化水素運搬船における安全で効率

的な運航、将来性のある海上輸送事業スキームの検討を共同

で実施していきます。

パートナーとの共創事例

・（一社）クリーン燃料アンモニア協会

・水素協議会（Hydrogen Council）

・ The Maersk Mc-Kinney Moller Center for Zero Carbon 

Shipping

・Getting to Zero Coalition

・（一社）水素バリューチェーン推進協議会
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脱炭素

● 洋上風力発電

日本近海における洋上風力発電市場は急速な拡大が見込ま

れています。当社グループは、海運事業を通じて長年培った

技術力、日本における規制や法制度に関する知見に加え、オ

SEP船（Self-Elevating Platform：自己昇降式作業台船）

当社はオランダのVan Oord Offshore Wind BVと共同で、

洋上風力発電設備の設置作業に使用する自航式SEP船（Self-

Elevating Platform：自己昇降式作業台船）の保有および日本国

内での運航の実現に向けて検討を進めています。船籍対応など

日本特有の条件を満たしながら、大型化が進む風車の据え付

けに対応可能なSEP船の日本国内マーケット投入を目指します。

SEP船のイメージ

実線：参入済または参入表明済
点線：検討領域

フショア事業の実績、全国に展開しているグループ会社ネット

ワークを最大限に生かし、洋上風力発電のバリューチェーン全

体に積極的に関与していきます。

CTV（Crew Transfer Vessel：作業員輸送船）

当社はスウェーデンのNorthern Offshore Group AB（以下、

NOG社）と洋上風力発電向けの作業員輸送船（Crew Transfer 

Vessel、以下CTV）事業における協業を発表し、NOG社のオ

リジナル船型をベースとした国内仕様CTVの建造を目指してい

ます。さらに、今後の洋上風力発電の全国的な展開に向けて、

全国各地でCTVの運航体制を構築していきます。また同社との

協業の一環として、2022年よりNorthern Offshore Services AS

洋上風力発電・売電事業への出資・参画
日本郵船（株）

輸送・物流 設置・据付

マリンコンサル

（株）日本海洋科学

モジュール船
重量物船

NYKバルク・プロジェクト（株）

SEP船
（自己昇降式作業台船）

日本郵船（株） ＋ Van Oord社

SEP船
（自己昇降式作業台船）

日本郵船（株） ＋ Van Oord社

部品輸送
サプライチェーンソリューション提供

郵船ロジスティクス（株）

ケーブル敷設船
日本郵船（株） + パートナー

作業輸送船
日本郵船（株） + NOG社

作業輸送船
日本郵船（株） + NOG社

部品輸送
サプライチェーンソリューション提供

郵船ロジスティクス（株）

運転・保守
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脱炭素

海事コンサルティング（マリンコンサル）

（株）日本海洋科学は、当社グループの海事コンサルティング

会社として港湾や洋上風車などの海域環境調査を実施していま

す。洋上風力発電プロジェクトでは、立地環境の調査および風

車の規模・仕様に関わる事業者が検討する際の支援、操船シ

ミュレーターを活用した風車設置工事中・完成後の航行安全

対策、風車運用中の潜水点検、作業船乗組員への操船訓練、

海域監視システムなど、お客さまのニーズに応じて総合的なコ

ンサルティングサービスを提供しています。

風車輸送ビジネス

当社グループは重量物運搬船社として100年を超える歴史

を有しており、重量物船（Heavy Lifter）とモジュール船（Deck 

Carrier）を運航する唯一の邦船社です。

海外の洋上風力発電プロジェクトにも参入しており、台湾向

けにナセル（発電機）を重量物船で、ジャケット（基礎部）をモ

ジュール船で輸送した実績があります。

2021年9月には、800トン吊りの重量物船も船隊に加わり、

日本国内の洋上風力発電案件にも積極的に取り組んでいます。

地域との連携

当社は2022年4月に秋田支店を、2024年4月には北海道支

店を開設し、自治体や地域社会との連携を強化しています。

また、当社はスペインに本社を置くSiemens GamesaとCTV 

1隻に関する定期傭船契約を締結し、北海道の石狩湾新港に

て、当社グループが国内で初めて保有・管理を行うCTV 「RERA 

AS」が2023年7月に運航を開始しました。

NOS社保有CTVのイメージ

当社保有CTV「RERA AS」

操船シミュレーターのイメージ

モジュール船のイメージ

（NOG社の100%子会社であるCTV運航会社、以下NOS社）

が欧州で運航する新造船“Energizer”を当社が買船・保有し、

NOS社との人材交流も進めています。

● バイオ燃料※

バイオ燃料実用化に向け継続的なトライアルを実施

当社はバイオ燃料を用いた試験航行を継続し、実証プロ

ジェクトにも参画するなど、本格運用化に向けた検討を進め

ています。

2024年度からは、CO₂の排出量が実質ゼロとみなされるバ
イオ燃料を、既存の重油焚き船舶の航行で長期的に使用するト

ライアルを本格実施しています。これまでの短期間トライアル

から前進し、バイオ燃料を長期間使用した際の安全性や安定

調達などの総合的な検証を行います。

詳細は以下をご覧ください

コミュニティP.097
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脱炭素

● CO₂回収・利用・貯留（CCUS※）

GHG排出量削減が技術的にも経済的にも困難とされる業界

においては、ネット・ゼロの達成に向けてCO₂回収・利用・貯
留の取り組みも重要となります。現在、世界中で多数のCCUS

プロジェクトが計画されており、日本でも2020年代後半以降

に複数のCCUSプロジェクトが同時並行で立ち上がることが見

込まれます。こうした環境下、当社グループはCCUSバリュー

チェーンに参画しています。

※ バイオ燃料：再生可能な生物由来の有機性資源（バイオマス）を原料にする燃料であり、石
油由来の重油や軽油の代替燃料として期待されています。バイオ燃料を燃焼させる際のCO₂
排出量は実質ゼロとみなされます

大型原油運搬船「TENJUN（天順）」による長期使用試験航行

三菱造船（株）とCO₂輸送技術の共同開発 

当社は、カーボンニュートラル社会においてグローバルに需

要拡大が見込まれる、大型船によるCO₂輸送技術の開発に三
菱造船（株）と共同開発で取り組んでいます。

この共同開発事業を通じ、CCUSバリューチェーン構築に必

要な、CO₂の輸送を担う液化CO₂輸送船を含む各種技術の開
発に尽力し、CCUSバリューチェーンへ参画していきます 。

2022年5月には大型液化CO₂輸送船（LCO₂船）について、
そして2023年6月にはアンモニア・液化CO₂兼用輸送船 につ

いて、それぞれ基本設計承認（AiP）を（一財）日本海事協会か

ら取得しました。※ CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）：CO₂を回収して転換利用や
貯留を行うCCUSは、カーボンニュートラル社会を実現するための有効な手段として注目を
集めています。そのバリューチェーンにおいてLCO₂船は、液化されたCO₂を貯留および利用
する拠点まで輸送するという必要不可欠な役割を担うものとして、将来的な需要の拡大が期
待されています

CO₂排出源 回収 液化 一時保管 海上輸送

CO2 CO2CO2

CO2CO2 CO2CO2 CO2CO2

利用

貯留

GHGを取り除くその一環として、2024年5月には、当社として初となる大型

原油運搬船によるバイオ燃料の長期使用試験航行を開始しま

した。
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液化CO₂の海上輸送・貯蔵事業への参画 

当社は2021年12月に、ノルウェーのKnutsenグループと合

弁会社Knutsen NYK Carbon Carriers AS（以下、KNCC）を設

立しました。KNCCは液化CO₂の海上輸送・貯留事業を全世
界で商業展開することを目指しています。

すでに普及している液化CO₂の輸送技術の活用に加え、常温
で液化して輸送・貯留する技術（PCO₂®）の開発にも着手してお
り、2022年4月にノルウェー船級協会のDNVから船級認証を取

得しました。液化CO₂を常温で海上輸送・貯留可能な貨物タン
クシステムが船級認証を取得するのは世界初となります。

なお、その後も当社およびKNCCは「LCO₂-EPシステム」に

名称を変更して詳細設計を進め、2023年6月にはDNVから

詳細な設計内容に対する承認（General Approval for Ship 

Application、GASA）を取得しました。これにより「LCO₂-EP

システム」の新造船や既存船への搭載が可能になりました。

液化CO₂輸送船のイメージ

● カーボンオフセット※

カーボンオフセット輸送サービス

サプライチェーン全体における環境配慮への関心が高まる中、

国内外のお客さまからの要望にお応えするため、当社グループ

は、環境付加価値の高い海上輸送サービスの選択肢の一つとし

てカーボンオフセット輸送サービスに取り組んでいます。

当社は2019年9月、邦船社で初めてカーボンオフセットを実施

しました。そして2023年3月には中国電力（株）向けの石炭専

用船「神楽」を竣工し、同社との長期輸送契約のもとでカー

ボンオフセットを利用することで契約全航海のGHG排出量を理

論上ゼロとし、同契約における石炭海上輸送をカーボンニュー

トラル化しています。

住友林業グループ組成の森林ファンドへ共同出資

当社は2023年7月、住友林業（株）傘下の森林アセットマネ

ジメント事業会社Eastwood Forests, LLCが組成した森林ファ

ンド「Eastwood Climate Smart Forestry Fund I」に、日本企

業9社とともに参画しました。本ファンドを通じて森林のCO₂
吸収能力を高め、年平均約100万トンのCO₂吸収を新たに生
み出し、質の高いカーボンクレジットの創出・還元により脱炭

素社会の実現に貢献することを目指します。

※ カーボンオフセット：GHG排出量のうち、削減が困難と思われる排出量の一部、または全部
を、他の場所で実現したGHGの排出量削減・吸収量（クレジット）を購入することや、他の場
所での排出削減・吸収を実現するプロジェクトへの参画などにより、排出量を相殺（オフセッ
ト）すること

豪州カーボンクレジット供給会社への出資 

当社は2021年9月、豪州で原生林再生プロジェクトを

通じたCO₂の吸収とカーボンクレジットの販売を手掛ける
Australian Integrated Carbon Pty Ltd.（以下、Ai Carbon）に、

三菱商事（株）と共同設立した持ち株会社 Japan Integrated 

Carbon（株）を通して出資しました。

Ai Carbonでは2024年3月時点で年間最大500万トンのCO₂
吸収を実現しており、さらに2050年までには累計1億トンの

出資
対価

対価

木材の販売

他企業への
カーボン
クレジット
販売

・カーボンクレジット分配
・利益分配

ファンド共同運営

CO2

CO2
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脱炭素

原生林再生プロジェクトのイメージ

MT-FAST

● 省エネ運航を可能にする技術の開発 

省エネ運航の推進により、船舶は建造時に想定されていた航

行速度より低速域での航行が一般的となっています。これを踏

まえ、当社グループでは、就航船のバルバスバウ※の改造や船

体付加物「MT-FAST」の設置などにより、低速運航仕様への

改造や推進性能の改善を図っています。

2014年6月の改良工事実施後、半年間にわたり実航海データ

を取得しビッグデータの性能解析を行った結果、推定値を上回

る23％ものCO₂削減効果を確認しました。併せてエンジンの運
転状態など、本船のコンディションの検証も行い、この改良工

事が安全運航に影響を及ぼさないことも確認しています。

当社グループが短期間かつ効率的に運航条件に適した改造

プロペラの推進効率の向上「MT-FAST」

波や風の抵抗が少なくなれば少ないほど、省エネ運航が可

能となります。当社ではその実現に向けて、船体に取り付ける

ことで抵抗を軽減させるさまざまな船体付加物を考え出してい

ます。（株）MTIが常石造船（株）と共同開発した推進援助装置

「MT-FAST」もその一つです。航海中の水面下では、プロペラ

の回転から生まれる旋回流により、推進力が損なわれる現象が

起きていますが、船体に翼をつけることで、損失推進力の回収

効果が実証され、約4～6％の省エネ効果が確認されました（特

許取得済）。

※ バルバスバウ：本船の喫水線下の船首部分に取り付けられた、丸く突出したバルブ状の突
起物。船が進む際、波を起こすことによって受ける抵抗を打ち消す効果があります

CO₂吸収を目指し、事業を拡大しています。本プロジェクトへ
の関与を通じて当社は、カーボンクレジット創出ビジネスの経

験とノウハウの獲得を目指します。

工事を検討する手法を確立している（特許取得済）ことで、今後

当社グループの運航船に対しても、この手法に基づく工事を進

め、省エネ効果のさらなる向上を図っていきます。

環境に優しい船をつくる「高効率なプロペラ設計」

当社は（株）MTIおよび古野電気（株）と共同で、実海域にお

ける船舶周囲の水流を計測するセンサーを開発しました。セン

サーを用いて収集した実海域データは、日本シップヤード（株）

と共有し、分析・活用しています。それらを基盤に、実船を再

現したシミュレーションを経てさらなる高効率を追求したプロ

ペラを設計し、CO₂排出量の約2%削減を実現しました。2020

年に竣工した大型原油タンカーでも同様の計測を行い、また後

続の同型新造船において船尾付加物形状の改善を実施した結

果、それぞれCO₂排出量の約2%削減に成功しました。今後も

本研究を継続し、他船種にも展開していく予定です。2050年

に向け、船体抵抗を低減する船舶の設計にもこの実船シミュ

レーション技術を活用していきます。

模型プロペラの水槽試験 実船観測

研究開発
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脱炭素

泡で省エネ「空気潤滑システム」

空気潤滑システムは、船底に空気を送り込むことによって泡

を発生させ、海水との摩擦抵抗を減らす省エネ技術です。当社

グループは、2010年に「ブロア（送風機）方式」による空気潤

滑システムをモジュール船※「YAMATO」と、「YAMATAI」に搭

載し、世界で初めて恒久的な運用を実現しました。2012年に

は世界初の「主機掃気バイパス方式」による空気潤滑システム

を開発し（関連特許取得済）、当社石炭運搬船「SOYO」に搭

載しました。ブロア方式で平均約6％のCO₂排出量削減効果が
確認され、主機掃気バイパス方式では約4～8％のCO₂排出量
削減効果が期待できます。

※ モジュール船：石油・ガス開発サイトや工場に設置されるプラントなどを数千トン規模のプレ・
ハブ構造物に分割して、海上輸送およびロール・オン／オフ方式で積揚する特殊重量物輸送船

※ スラッジ：燃料の中に含まれる沈殿物のこと。スラッジの堆積を防止し、分散状態にすること
で燃焼改善効果が図れます

本システムを搭載したモジュール運搬船を下から見たイメージ図

燃料油添加剤開発を通じた環境規制への対応

当社グループ会社である日本油化工業（株）は、当社ととも

に、硫黄分濃度規制（SOx規制）に対応する方策の一つとして、

適合燃料油（硫黄分0.5％以下の燃料油）の性状を研究してき

ており、2019年5月にはスラッジ※分散型燃料油添加剤「ユ

ニック800VLS」を開発しました。「ユニック800VLS」は、適

合燃料油の安定性不良において効果を発揮する一方、適合燃

料油自体の性状・性質が多様化している現状を踏まえ、さらな

る汎用性と環境保全貢献の観点から2022年5月に「ユニック

800Eco」を開発しました。

「ユニック800Eco」は、スラッジ分散効果をより高めるとと

もに、燃焼改善効果を加えることに成功しました。これまで国

内外の適合油で3回実施した燃料消費削減試験において、添

加剤不使用時と比べ燃費は最大約1.2％の低減効果が得られ、

また排気ガス成分はCO（一酸化炭素）などの削減効果が認めら

れています。

当社と日本油化工業は引き続きSOx規制を遵守するととも

に、よりスラッジ分散効果と燃料節減効果の高い添加剤の開発

に尽力し、船舶から排出されるCO₂の削減にも貢献します。

●  シンガポールのオフグリッド域における 
潮流発電実証事業に参画

当社および当社グループの（株）MTIは2019年、共同研究

パートナーとして「シンガポール・セントーサ島における潮

当社グループは、さまざまなイニシアティブに参画し、脱炭

素の実現に向けた共創を推進しています。

流発電実証事業」に参加しました。その後2022年に当社は、

発電・蓄電・配電を統合した海洋再生可能エネルギーのソ

リューションプロバイダーであるBluenergy社が実施するシン

ガポールでの潮流発電実証事業に参画しました。

電力会社の送電網につながっていないオフグリッド域におけ

る海洋の潮力のエネルギーを利用したこの発電実証事業では、

2023年3月より、東南アジア初となる発電装置の運用が開始

されています。

潮流発電は年間を通じて水量・方向が安定している潮流を利

用するため、発電量の予測が立てやすい非常に効率的な再生

可能エネルギーです。当社は、海洋エネルギーを活用すること

で脱炭素社会の早期実現に貢献すべく、発電データから発電効

率、蓄発電コストの試算、蓄電装置の検証等を進めます。

外部との共創

外部イニシアティブへの参画
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脱炭素関連で参画している主なイニシアティブ

イニシアティブ・団体名 分野 参加時期

国際海運GHG ゼロエミッション
プロジェクト 気候変動・脱炭素 2018年8月

気候変動イニシアティブ
「Japan Climate Initiative」 気候変動・脱炭素 2018年9月

（一社）クリーン燃料アンモニア協会 アンモニア 2019年4月

気候関連財務情報開示タスクフォー
ス（TCFD）
コンソーシアム

気候変動・脱炭素 2019年5月

非営利団体企業連合
「Getting to Zero Coalition」 気候変動・脱炭素 2019年10月

日本経済団体連合会
「チャレンジ・ゼロ宣言」 気候変動・脱炭素 2020年3月

Mærsk Mc-Kinney Møller Center 
for Zero Carbon Shipping 気候変動·脱炭素 2020年7月

Hydrogen Council（水素協議会） 水素 2020年7月

水素バリューチェーン推進協議会
（JH2A） 水素 2020年12月

CO₂ 回収・貯留技術の国際シンク
タンク
「Global CCS Institute」

気候変動・脱炭素 2021年7月

GXリーグ 気候変動・脱炭素 2023年5月

GCMD
（Global Centre for Maritime 

Decarbonisation）
気候変動・脱炭素 2023年7月

Methane Abatement in Maritime 
Innovation Initiative（MAMII） 気候変動・脱炭素 2023年9月

Smart Freight Centre （SFC） 気候変動・脱炭素 2024年4月
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脱炭素

●  経済産業省「GXリーグ」に参画

当社は2023年度より、経済産業省主催の「GXリーグ」へ

参画しています。「GXリーグ」は、2050年カーボンニュートラ

ル実現に向け、現在および未来社会における持続的な成長実

現を目指す企業が同様の取り組みを行う企業群や官公庁、大

学と一体となりGX※に向けた挑戦を行い、経済社会システムの

変革や新たな市場を創るための実践の場です。

当社はGXリーグへの参画を通じ、さまざまなステークホル

ダーの皆さまとの共創をさらに加速させます。

●  GCMDと日本企業初の戦略的パートナー契約を締結

当社は、海運の脱炭素化を推進するシンガポールの非営利

団体Global Centre for Maritime Decarbonisation（海運脱炭

素化グローバルセンター、略称GCMD）との間で2023年7月、

日本企業として初となる戦略的パートナーシップ契約を締結し

ました。

GCMDは国際海運の脱炭素化実現への具体的かつ明確な道

筋を提示するために、数々の調査や実証プロジェクトを実施し

ています。当社は2024年5月より、GCMDと共同で「プロジェ

クトLOTUS」を開始しました。本プロジェクトは、バイオ燃料

がエンジン性能や燃料供給システムに与える影響を精査してい

ます。

●  メタン排出削減を掲げる環境イニシアティブ 

「MAMII」に参画

当社は2023年9月、海事産業のメタン排出削減を目指

す環境イニシアティブ「Methane Abatement in Maritime 

Innovation Initiative」（MAMII）に主要パートナーとして参加

しました。

MAMIIは、ロイド船級協会により設立された非営利団体

Safetytech Accelerator Limitedが主導しており、2022年9月

の発足以来、これまでに当社を含めて計16の企業および団体

が参画しています。MAMIIでは、LNG燃料船からのメタン排

出量を測定・評価し、参加企業間でメタン排出量削減の知見

共有、技術導入の支援などを行います。また、サプライチェー

ン全体でLNG燃料が環境に与える影響についても、調査や知

見の共有を行います。

●  Smart Freight Centreのメンバーに加盟

当社は2024年4月、物流セクターにおけるGHGの削減を

目指す国際的な特定非営利活動法人 ｢Smart Freight Centre｣

（SFC）にメンバーとして加盟しました。また、自動車専用船

などのRo-Ro船※によるGHG排出量算定の標準化を目的とし

たGlobal Ro-Ro CommunityをSFC、海外の海運会社である

Wallenius Wilhelmsen ASA、（一財）日本海事協会と立ち上げ

ました。同コミュニティでは今後、海上輸送に関わるGHG排

出量算定の標準モデルを策定し、公平で透明性のある炭素排

出量の把握を目指します。

※ GX （グリーントランスフォーメーション）：日本と世界全体の脱炭素実現に向けた対応を成長
の機会として捉え、脱炭素にいち早く移行するための挑戦を行い、経済社会システム全体の変
革を目指すもの（経済産業省の定義による）

※ Ro-Ro船：自動車、トラック、トレーラー、建設機械や農業機械がそのまま自走して乗り込むこ
とができる貨物用船舶
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脱炭素

●  日本船主協会メンバーとしての活動

（一社）日本船主協会は、国土交通省と協力し、国際海事機

関（IMO）でのGHG排出量削減や規制の導入などに関する議論

において、リーダーシップを発揮しています。

当社は、（一社）日本船主協会の環境委員会および委員会の

下部組織となる各幹事会やタスクフォースのメンバーとして活

動しています。GHG排出等に関する議論の場であるGHGタス

クフォースにおいて、当社は議長としてメンバー企業の代表を

務めるとともに、船主および船舶オペレーターとして、海運業

界における実行性のある気候変動フレームワークの議論に積極

的に参加しています。

●  国際的コンソーシアム「DecarbonICE」に参加

当社は、船上でCO₂を回収してドライアイスに変え、海底
堆積物の中に貯蔵する技術を研究する国際的なプロジェクト

「DecarbonICE」に参加しました。

同プロジェクトは、2019年10月にデンマークの海事研究開

発センターと当社をはじめとする世界各国の海運会社、造船所

などにより立ち上げられました。船上でのCO₂の回収および貯
蔵技術、環境への影響調査の方法や安全性などに関してIMO

からの承認取得に向けた準備を目的としています。

プロジェクトのコンセプトは、①船舶から排出される排気ガ

ス中のCO₂などを運航中に回収し、極低温プロセスによりドラ
イアイスに変換、②ドライアイスを船舶から深海へ送り込み、

CO₂を液状や水和物として安全かつ永続的に海底堆積物の中に
貯蔵する、というものです。

将来的にはバイオ燃料などと組み合わせることで、排出する

CO₂よりも回収するCO₂の量が上回る、カーボンニュートラル
の一歩先にある「カーボンネガティブ」な輸送の実現が期待さ

れます。
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日本郵船グループ

Scope

1

配送

Scope

3

サービス 製品

例：原材料サプライヤー

低炭素・ゼロカーボンの価値

Scope

3
Scope

1

Scope

1
Scope

3

顧客

製品

Scope3：排出量削減への道 サプライチェーン全体で低炭素・ゼロカーボンの価値を共有

啓発活動
排出量削減に向けたワークショップ

算定対象および集計方法の設定
適切な指標、集計範囲の検討など

データの集計と検証
信頼性確認のため

方針と開示
具体的な削減計画とともに

ステークホルダーの巻き込み

1

2

3

4

5

サプライヤー

例：メーカー

リサイクル
資材

GHG排出量 算定対象範囲 社会的関心 開示

企業グループ
組織

（1）GHG排出量（Scope1, 2, 3）
（2）気候変動が財務に与える影響 投資家、出資者、当局

取引先（営業上の）
規制当局*

A B 物流事業者

低炭素／
ゼロカーボン燃料 省エネルギー再生可能

エネルギー

X Y Z

資材 製造 流通と保管 販売 使用
製品ライフ
サイクルの
終了

今後の課題

現在の課題

ベースライン
削減

（3）製品ライフサイクルにわたる
　 カーボンフットプリント

製品単位
サービス単位

当社グループの
インパクト

※EU：バッテリー規制、炭素国境調整メカニズム

カーボン
フット
プリント

Scope3におけるGHG排出量削減を目指し、当社グループ

は、低・脱炭素社会の実現に向けた取り組みや製品ごと排出量

（カーボンフットプリント）の削減を実施しているお取引先さま

とともに取り組みを推進しています。

ステークホルダーとの共創
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脱炭素

●  世界初のLNG燃料パナマックス型石炭専用船の運航を開始

当社は、九州電力（株）との間で建造を進めていたLNGを燃

料とする世界初のパナマックス型※石炭専用船を2023年10月に

竣工し、運航を開始しました。本船は当社が運航を行い、九州

電力（株）の石炭火力発電所向けに海外から石炭を輸送します。

LNG燃料を使用することで、従来の船舶燃料油に比べて、SOx

は約100％、NOxは約80％、CO₂は約30％の排出削減を見込ん

●  日本-チリ間の海上輸送脱炭素化で顧客と共創 

（NYKバルク・プロジェクト）

当社グループ会社であるNYKバルク・プロジェクト（株）は、

世界有数の銅生産会社でチリの国営企業であるCorporación 

Nacional del Cobre de Chile（CODELCO）と銅精鉱の海上輸送

における脱炭素化に向けた共同検討を行う覚書を締結しました。

この覚書に基づき、NYKバルク・プロジェクト（株）は2023

年11月、住友商事グループの（株）大島造船所との間で、アン

モニアを燃料として使用できるハンディマックスバルカー※最大

15隻を2020年代後半以降に建造する検討に合意しました。

※ パナマックス型：載貨重量トン数70,000～99,999 DWT
トンの船をパナマックスバルカーとしています。世界初
のLNG燃料パナマックスバルカーである点は2023年10
月時点での日本郵船調査グループ調べ

※ ハンディマックスバルカー：多種多様なドライバルク貨物船を運搬する、載貨重量が5万トン前
後のバルカーのこと。この船型は、クレーンを装備するため、どの港でも荷役が可能となります

LNG燃料パナマックス型
石炭専用船「松陽(しょうよう)」

●  脱炭素に向けBHPと戦略的パートナーシップを締結

当社は2022年6月、資源メジャーの一角であるBHPと、両

社取引関係の拡大・深化および船舶輸送におけるサプライ

チェーンの脱炭素化を目指す戦略的パートナーシップに関する

覚書を締結しました。

両社は今後、既存の省エネ技術、代替燃料を活用するとと

もに、特にグリーンアンモニア※1とブルーアンモニア※2を燃料

とする将来のネット・ゼロエミッションに向けた次世代船舶用

燃料の船についての研究開発を促進していきます。

●  脱炭素に向けBP社と戦略的パートナーシップを締結

当社は2021年9月、国際的統合エネルギー企業であるBP 社

（イギリス）と脱炭素をさらに推進するための戦略的パートナー

シップに関する覚書を締結しました。両社は今後、従来の船

舶用燃料からLNG、バイオ燃料、メタノールなどの代替燃料へ

の移行を協力して促進し、アンモニアや水素などの将来的なゼ

ロエミッションの船舶用燃料を開発していきます。また、CO₂
の海上輸送やその他のソリューションを提供することによって、

重工業や発電で使用されるアンモニアと水素のサプライチェー

ンへの参画も模索していきます。

※1  グリーンアンモニア：再生可能エネルギー由来でつくられたアンモニア
※2  ブルーアンモニア：天然ガスなどを原料につくられ、その生成の過程で発生したCO2を地中
に埋めるなどの処理をされたアンモニア

でおり、世界的な環境規制強化の中

で、低炭素社会の実現に寄与できる

ものと考えています。

銅の需要は今後、洋上風力発電の送電線網整備や電気

自動車の普及などにより世界的に増加すると見込まれます。

CODELCOは、本船を銅精鉱の極東向け輸送に投入することで

生産・輸送・供給のすべての過程でGHGを排出しないカーボ

ンフリー銅精鉱の実現を目指します。

なおNYKバルク・プロジェクト（株）は、2024年1月にチリ

の硝酸アンモニウム製造会社Enaex S.A. との間で、再生可能

エネルギー由来で作られたグリーンアンモニアをアンモニア

燃料船に供給する共同検討の覚書を締結しました。両社は今

後、チリ北部のアントファガスタ州メヒヨネス港での本船への

グリーンアンモニア供給を目指し、今後、具体的な検討を進

めます。

●  船主との共創

当社は、用船を含むすべての運航船の安全や環境に関す

る情報共有や意見交換のため、定期的に船主や船舶管理会

社との会議（月1回）を開催しています。また、SIMS（Ship 

Information Management System）で毎時取得する航海や機

関関連のデータを船主や船舶管理会社と共有し、機関事故の

防止とともに、メインエンジンの負荷を最小限に抑えた超低速

航行（SSS：Super Slow Steaming）の安全性を確認していま

す。船主のご協力により超低速航行を実現することで、燃料消

費量を抑え、環境負荷の低減に貢献しています。

お客さまとの共創

サプライヤーとの共創
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脱炭素

※1  Zero Carbon Yokohama：横浜市では、2050年を見据えて「今世紀後半のできるだけ早
い時期における温室効果ガス実質排出ゼロ（脱炭素化）の実現」すなわち「Zero Carbon 
Yokohama」を、同市の温暖化対策の目指す姿（ゴール）として掲げ、持続可能な大都市モ
デルの実現に向けた取り組みを推進しています

※2  日本郵船氷川丸：1930年に竣工し、シアトル航路等で活躍した貨客船。戦時中は病院船、
戦後は復員船、引揚船としても活用。現在は、横浜の山下公園に係留され、2016年8月に
竣工当時の造船技術を伝える貴重な資料として、保存船では初となる重要文化財に指定
されました

●  つばめBHB（株）

当社は2021年6月に、東京工業大学発のベンチャー企業で

あるつばめBHB（株）へ出資しました。同社は東京工業大学の

細野秀雄栄誉教授が発明したエレクトライド触媒を用い、従

来の技術より低温・低圧でアンモニアを生産する製造法を確

立しており、生産の分散化に貢献するものと期待されています。

当社は、アンモニアバリューチェーンの一角を担うパートナー

として同社に期待しています。

当社は、画期的なアイディアや技術を持つスタートアップ企

業の発掘、将来的な協業も視野に入れた育成と共創を図り、

当社事業の脱炭素化と社会に新たな価値をもたらす新規事業

の創出を目指しています。

●  横浜市「Zero Carbon Yokohama」に賛同

当社は、横浜市の脱炭素社会の実現に向けた活動「Zero 

Carbon Yokohama」※１に賛同しています。山下公園に係留・

一般公開中の「日本郵船氷川丸」※2や横浜港大黒C-3ターミ

ナル、横浜支店、日本郵船歴史博物館の使用電力を順次再生

可能エネルギー由来の電力へ切り替えたほか、2022年からは

本店・郵船ビルディングの全電力を実質的に再生可能エネル

ギー由来の電力に切り替えています。

●  Marunouchi Climate Tech Growth Fund

当社は2023年5月、脱炭素に資するクライメートテック

関連事業を主たる対象として成長投資を行う「Marunouchi 

Climate Tech Growth Fund」への出資契約を締結しまし

た。本ファンドは三菱商事（株）、（株）三菱UFJ銀行、および

Pavilion Private Equity Co., Ltd.が組成したもので、丸の内イノ

ベーションパートナーズ（株）を通じて、気候テック関連スター

●  Startupbootcamp

当社は、2021年6月より三菱商事（株）と共同で低・脱

炭素社会の実現に寄与するスタートアップ企業を支援・育

成するプログラムを実施しています。スタートアップ企業を

世界中から発掘・支援するアクセラレーターパートナーとし

てStartupbootcamp Australia社 を 起 用 し、2021年 に は

低・脱炭素のテーマで募集した世界中のスタートアップ企業

から10社を選定した上で、事業化に向けた支援プログラム

「Startupbootcamp」を実施しました。

●  ドバイで開催の「COP28」内イベントで発信

当社は、2023年11月30日から12月13日までドバイ（アラ

ブ首長国連邦）で開催された国連気候変動枠組条約第28回締

約国会議（以下、COP28）のさまざまなイベントに登壇し、国

際海運や当社グループの気候変動に対する具体的な取り組みに

ついて発信しました。

COP28では、各国政府や関連業界団体が多くのサイドイベン

トを主催、気候変動への取り組みについての情報発信を行うと

同時に、参加者による活発な議論を交わすためのさまざまなパ

ネルディスカッションが開かれました。

当社関係者もパネリストとして登壇し、当社グループの脱炭

素への取り組みや、船舶解撤の現状と課題などを積極的に発

信しました。

COP28イベント内での発信

トアップ企業への成長投資を行います。地域との共創

国際会議での発信

スタートアップへの投資
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脱炭素

関連データ

当社グループのGHG排出量・割合 当社グループのエネルギー消費量（GHG関連）

全体排出量 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度（割合）（%）

Scope1 12,678,695 11,255,044 11,410,363 76.4

Scope2 45,391 76,255 63,342 0.4

Scope1+2 12,724,086 11,331,299 11,473,705 ̶

Scope3 3,890,661 3,264,023 3,455,848 23.1

Scope1+2+3 16,614,748 14,595,322 14,929,553 ̶

バイオ燃料由来の
排出(船舶) ̶ ̶ 15,230 ̶

消費量内訳 小カテゴリー 単位 2021年度 2022年度 2023年度

Scope1 A重油(MDO) トン 30,415 27,219 143,986

C重油 トン 3,184,649 2,979,644 2,972,183

軽油(船舶) トン 159,484 173,779 69,341

LNG(船舶) トン 5,620 14,387 41,530

ジェット燃料 KL 699,024 391,486 423,584

ガソリン KL 71,860 9,058 3,602

灯油 KL 52 49 32

軽油 KL 23,285 49,408 41,418

LPG トン 511 375 2,547

天然ガス m3 8,624,448 7,460,194 7,834,651

自家発電
（再生可能

エネルギー由来）
MWh ̶ 5,970 8,874

Scope2関連 電気 MWh 119,880 162,030 146,029

電気
（再生可能

エネルギー由来）
MWh ̶ ̶ 15,722

Scope3関連 廃棄物（オフィス） トン 5,679 6,831 10,142

バイオ燃料 船舶 トン ̶ ̶ 6,287

（単位：t-CO₂e）

排出量内訳 小カテゴリー 2021年度 2022年度 2023年度

Scope1 船舶 10,708,996 10,123,951 10,224,932

飛行機 1,721,397 964,063 1,048,651

その他 248,301 167,029 136,779

計 12,678,695 11,255,044 11,410,363

Scope2
マーケットベース 45,391 76,255 63,342

Scope2
ロケーションベース 49,010 77,710 67,375

（注）  日本国内の電力消費に伴うGHGはマーケットベースで計算しています。各年度の電力由来のCO2排出量の算出には、環境省が発刊してい
る電気事業者別排出係数(各前年度実績)を使用しています

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

（注1） 本社および連結子会社が集計の対象です

（注2） CO₂e : CO₂ equivalent。二酸化炭素換算

（注3）  Scope1,2,3、バイオ燃料のGHG排出量データは、第三者検証機関によるデータ検証を受けています 

検証報告書（https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment009.pdf）

（注4） Scope2の排出は、マーケットベースで計算しています

（注）  2022年度のCO₂排出量のうち、横浜支店・日本郵船博物館で使用した電気量（234,641kWh）については、グリーン電力証書を使用しオフセット
しています
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海洋環境・生物多様性保全

当社グループは、船を調達する・運航する・処分するなどの

全過程において生物多様性に影響を与えるリスクがあることを

認識し、環境に優しい技術の採用や環境に配慮した解撤の実

施などさまざまな対策を実施することで、海洋汚染防止と生物

多様性保全に努めています。

●ビルジシステムの国際的なガイドライン制定への働きかけ

船舶の運航に伴い、機関室などの底には露、漏洩水、油な

どが混じった油水混合物（ビルジ）が溜まります。当社では、ビ

ルジの発生量を大幅に削減できる独自の仕組みを1996年に考

案し、当社支配船に採用してきました。

当社は海運業界の環境推進企業としてこのコンセプトを世界

に広げるべく、日本政府案として国際海事機関（IMO）に提案

し、2006年3月に国際的なガイドラインとして採択されました。

当社グループは、主たる事業である海運業を通じて、事故や

汚染物質の排出による海洋汚染を引き起こす可能性があること、

また、海難事故による油濁や汚染物質の流出が、環境復元費用

の負担のみならずステークホルダーからの信用を損なうことによ

る事業継続上のリスクとなり得ることを認識しています。

こうしたリスクに対応するため、当社グループは環境に関する法

律・規制を厳格に遵守し、環境汚染防止に努めています。また、

急性かつ緊急の大事故が発生した際の対応体制を整えています。

国際海運業を中心に事業を展開する企業として、当社グルー

プは、海洋や生息する生物を保護する責任を認識し、「日本郵

船グループ 環境ビジョン」において特に対処すべき環境課題

の一つに「海洋環境・生物多様性保全」を掲げ、「日本郵船グ

ループ環境方針」に沿った海洋環境・生物多様性保全活動を

展開しています。

また当社は、2023年12月にはTNFD（自然関連財務情報開

示タスクフォース）フォーラム※に、2024年1月にはTNFDアー

リーアダプト宣言に参画しました。当社グループの活動が及ぼ

す自然環境や生物多様性への影響について、2024年度を目途

にTNFD提言に沿った情報開示を行うとともに、企業の成長と

生物多様性保護を両立し、持続可能な企業成長を目指します。

海洋環境・生物多様性の保全を含む環境関連課題のガバナ

ンス体制については「環境マネジメント」をご参照ください。

ガバナンス 戦略とリスク管理 取り組み

※ TNFD：Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タス
クフォース）は、企業や団体が、自身の経済活動による自然環境や生物多様性への影響を評
価、開示する枠組みづくりを目指す国際イニシアティブ。TNFDフォーラムは、TNFDでの議論
をサポートし、枠組み構築の支援を行うために参画した企業、金融機関、研究機関などから
構成されています

水と油を混ぜて
回収すると

後処理プロセスの
手間がかかる

FOドレン油スラッジ油ドレン水ドレン

FOドレンタンクスラッジタンクビルジウェル

露および予期しない
微量の漏れ

FOドレン油スラッジ油ドレン水ドレン

FOドレンタンクスラッジタンククリーンドレンタンク ビルジウェル

水と油を分けて回収することで
後処理プロセスを省略・単純化できる

■従来型ビルジ処理

■NYK標準ビルジシステム：IBTS（Integrated Bilge Treatment System）

詳細は以下をご覧ください

安全なくして成長なしP.018

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

また、船舶の運航により発生する、汚染物質や廃棄物の管

理、海洋生物の越境などの環境影響については、国際的なルー

ルに則り対応を行っています。

方針 日本郵船グループと生物多様性の関係性 船舶からの排水および廃棄物への対応

リスク管理

体制
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海洋環境・生物多様性保全

●し尿汚水による海洋汚染の防止

国際航海に従事する船舶は、海洋汚染防止条約（MARPOL

条約）附属書 IVにおいて、条約で定められた汚水処理装置の搭

載が求められるとともに、未処理の汚水を排水することが禁止

された海域が規定されています。しかし、船舶に搭載されてい

る汚水処理装置が条約で定められた性能を発揮しておらず、海

洋環境への悪影響を及ぼしている可能性があることが IMOに報

告されたことから、現在、条約およびガイドラインの改正の議

論が進んでいます。

当社は（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググループ

のメンバーとなっており、当社の運航船において、汚水処理装

置からの排水のデータ収集に協力し、さらにワーキンググルー

プの会合で意見を述べています。また、（一社）日本船主協会

の会員の代表として、IMOの委員会である海洋環境保護委員会

（MEPC）に参加しています。

●船底付着による生物の越境防止

国際海運業界では、船体に付着した生物の越境移動による

生態系への影響を防止するため、2011年に開催されたIMOの

第62回海洋環境保護委員会（MEPC 62）において、船体付着

生物管理ガイドラインを初めて承認しました。その後も実用性

および有効性向上のため、レビューが行われてきましたが、当

社は（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググループのメン

バーとして意見を述べ、（一社）日本船主協会の会員の代表とし

て、MEPCに参加してきました。2023年7月開催のMEPC 80で

は、船体防汚システム（AFS, Anti-Fouling System）の適用に応

じた船体の部分ごとの水中検査の点検頻度および同点検結果

に基づく水中洗浄※の実施などを盛り込んだ船体付着生物管理

ガイドラインが改正されました。

MEPC 80において、船体水中洗浄のためのガイダンスを作成

することが合意されており、検討が進められているところです

が、当社としても（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググ

ループのメンバーとして意見を述べています。

●バラスト水による生物の越境防止

国際海運業界では、生物多様性保全への対応の枠組みづ

くりはGHG削減対応と同様にIMOが主導しており、最も注力

がなされてきた取り組みはバラスト水の船体への取り込みと排

出に伴う水生生物の越境移動の防止です。当社グループは、

2004年2月の「バラスト水及び沈殿物の管制及び管理のため

の国際条約」採択後、条約発効に先駆ける形でバラスト水の

課題への取り組みを進めてきました。

2017年9月には外航海運業に従事する全世界の船舶を対象

に、海洋環境に影響を及ぼす水生生物の越境移動を防止する

べく、バラスト水管理条約が正式に発効されました。この条約

では、バラスト水に混入している水生生物の殺菌を行う装置で

ある「バラスト水処理装置」※の搭載が、原則としてすべての船

舶に義務付けられています。当社グループでは、計画的にバラ

スト水処理装置の搭載を進めており、2024年には全船への搭

載が完了する予定です。

※  バラスト水処理装置：船舶が航行時のバランスを取るために船内に貯留するバラスト水（海
水）に対して、混入している海洋生物の殺菌を行う装置のこと。貨物を揚げた時に海水をバ
ラスト水として注入し、貨物を積むときに排出します。バラスト水を殺菌処理することで、生
態系のかく乱を防ぎます

※ 港湾での停泊中に船体の水中部分に付着した生物を洗浄・除去することで、それら生物の越
境移動を防止します

現在、バラスト水管理条約の改正が議論されているところで

すが、当社は（一財）日本船舶技術研究協会のメンバーとして、

当社の運航船におけるバラスト排水のデータ収集などに協力し

ています。

海水ーバラスト水

海水注入

貨物

海水排出

クリーンな水
排水

注水
海に戻す

フィルタ 殺菌
混ぜる

タンク

中和

航海

揚げ荷港 積み荷港

バラスト水イメージ図

生物の越境防止

SUSTAINABILITY REPORT 2024 058



環境
海洋環境・生物多様性保全

方針

体制

日本郵船グループと生物多様性の関係性

リスク管理

船舶からの排水および廃棄物への対応

生物の越境防止

水中騒音による悪影響やクジラ類との
衝突の防止

森林整備・保全活動

外部組織との協働

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

海洋環境・生物多様性保全

2014年に開催されたMEPC 66において、IMOは、水中騒音を

低減し海洋生物への悪影響に対処するため、「2014年 商用船舶か

らの水中騒音を低減し海洋生物への悪影響に対処するためのガイ

ドライン」を初めて承認しました。その後も実用性および有効性向

上のため、レビューが行われてきましたが、当社は（一財）日本船

舶技術研究協会のワーキンググループのメンバーとして意見を述

べ、水中騒音のデータ収集にも協力してきました。2023年7月開

催のMEPC 80では、水中騒音管理計画の作成を推奨することなど

が盛り込まれた改正ガイドラインが採択されました。

また、アメリカ合衆国沿岸やカナダ沿岸をはじめとする海域

では、クジラ類との衝突を避けるために船を減速させることが

求められていますが、当社グループでは、毎年変化する規制の

期間や海域などの情報を収集し、運航船に伝えるなどの対策を

行っています。

当社は、2022年4月に静岡県御殿場市と締結した「森林整

備による地方創生に関する連携協定」に基づき、森林に生物

多様性を取り戻す整備・保全活動を開始し、2024年5月に「ゆ

うのもり」を開所しました。当社グループは「豊かな森林は豊

かな海を育む」の考えのもと、森林の機能回復に貢献するた

め、混合樹林化などによる生物多様性が豊かな森づくりを目指

します。

●「経団連生物多様性宣言イニシアチブ」への賛同

当社は「経団連生物多様性宣言」の趣旨に賛同し、2009

年12月には「経団連生物多様性宣言」推進パートナーズに、

2010年10月からは「生物多様性民間参画パートナーシップ」

にも参加しています。今後も当社は生物多様性宣言および行動

指針に則った事業活動を行っていきます。

● 国連グローバル・コンパクト「Sustainable Ocean 

Principles（持続可能な海洋原則）」に賛同

当社は、国連グローバル・コンパクトによる「Sustainable 

Ocean Principles（持続可能な海洋原則）」に日本企業として初

めて賛同し、持続可能な海洋への取り組みを進めていくことを

表明しました。同原則は、気温の上昇、酸性化、天然資源の

枯渇、陸と海からの汚染などによって急速に悪化している海洋

を保護・回復させることが急務との認識のもと、2019年9月に

国連グローバル・コンパクトにより公表された事業領域や地域

を越えた責任ある企業団体のフレームワークです。同原則には

全世界で150社が署名し、署名企業の時価総額は合計で1兆

ユーロにのぼります。

詳細は以下をご覧ください

社会課題解決への挑戦P.104
水中騒音による悪影響やクジラ類との衝突の防止

外部組織との協働

森林整備・保全活動

詳細は以下をご覧ください
経団連生物多様性宣言・行動指針

https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/082_honbun.html#structure

Link
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詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

詳細は以下をご覧ください

シップリサイクルP.061

当社グループは、バリューチェーン全体で多様なステークホ

ルダーとの協働に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、

リサイクルなどに取り組むこと、そしてシップリサイクルにおいて

は、安全・環境・人権などに配慮した責任ある解撤を透明性を

持って推進し、サーキュラーエコノミーを実践することを「日本

郵船グループ環境方針」に定め、取り組みを進めています。

海運事業では、「船を調達する」「船を運航する」「船を処分す

る」の各段階において、サーキュラーエコノミーを意識した取

り組みを進めています。

環境関連課題のガバナンス体制については「環境マネジメン

ト」をご参照ください。

ガバナンス

戦略とリスク管理

サーキュラーエコノミーのイメージ

シップリサイクルの流れシップリサイクル船舶は良質な鋼材が大量に使われており、

中大型船では重量ベースで9割以上がリサイクルされています。

この貴重な再生資源を適切に処理することがサーキュラーエコ

ノミー実現のためには重要です。

当社は、シップリサイクルに関する条約発効に先駆けて条約

の基準を取り込み、船舶に使われている有害物質リストを作成

し船上で保管するほか、当社の基準を満たした認証ヤードでの

環境対策や労働安全衛生、人権尊重に配慮したシップリサイク

ルに取り組んでいます。

船を運航する

船を調達する 船を処分する

日本郵船
グループ

シップリサイクル

売却

売船契約

本船
引き落とし

解体

資材ごとに
仕分け

リサイクル・
リユース

日本郵船標準契約書

+
・労働安全
・環境対応
・船舶解撤時の視察受け入れ

通常の契約

船舶の解体風景（船首側からの様子）

船舶の解体風景（内側からの様子）方針

体制

方針
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詳細は以下をご覧ください

バングラデシュの船舶解撤ヤードを当社認定ヤードに追加P.062

補助や施工管理に対する補助に関するコンサルティングサービ

スを実施し、インドのヤードが早期に条約適合するための支援

を行いました。

● 当社解撤ポリシー

当社は条約締結に先立ち以下の解撤ポリシーを制定し、当

社認定ヤードにおける解撤とそのモニタリングを通じて、世界

基準の取り組みを継続し、改善を続けています。

※ IHM（Inventory of Hazardous Material）：船上に存在する有害物質、廃棄物、貯蔵物の位

置と概算量を記載した一覧表

※ 便宜置籍船：外国の個人または法人の所有する船舶の船籍登録を認める便宜置籍国（パナ

マ、リベリア等）に登録された船舶のこと

取り組み

● シップリサイクル条約発効に向けて

船舶の解体が実施されているインド、バングラデシュなどで

の環境汚染や労働災害が1990年代頃から国際問題化する中、

造船・海運の主要国として日本は国際海事機関（IMO）におけ

る問題解決に向けた国際的な枠組みづくりに注力し、2009 年

にはシップリサイクル条約が採択されました。

その後も、条約の早期発効に向けた機運を高めるため、当社

は先駆けて条約の基準を取り込み、条約をシップリサイクルに関

わるすべてのステークホルダーにおけるスタンダードとして定着

させることを目指してきました。2023年には、世界最大の解体

国であるバングラデシュが条約批准することを期待し、3月に当

社グループ所有船が邦船社として初めてバングラデシュのヤード

での解撤工事に着工し、6月には無事解撤を完了しました。

2023年６月、バングラデシュと便宜置籍船※を多数保有する

リベリアが条約を批准したことにより発効要件を達成し、シッ

プリサイクル条約は2025年6月26日に発効することが決定しま

した。

なおインドは、2019年にシップリサイクル条約を批准してい

ます。これに先立つ2016年、当社グループの（株）日本海洋科

学は、JICAの実施する「インド国シップリサイクルヤード改善

事業準備調査」において、70ヤードを対象とした改修土木工

事、廃棄物焼却炉や有害物質処理装置などの機材選定、入札

シップリサイクル

詳細は以下をご覧ください
当社認証ヤード一覧

当社船舶解撤実績
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment012.pdf

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment013.pdf

Link

・ 当社および当社グループ会社所有の全船を対象とし、

IHM※を作成、本船に配備する。解撤可能性のある船に

ついては優先的に作成を行い、ヤードへ引き渡す際には

確実に配備する。

・ 船級協会により条約の「適合鑑定書」の発行を受けたヤー

ドを基本に、実際に現地に赴き、ISO 14001/9001/30000/ 

45001の取得有無なども判断基準の材料としながら、当

社独自基準を満たした場合のみ当社認定ヤードとする。

・ 定期的に当社認定ヤードへ赴き、環境・労働安全衛生

の水準が当社の解撤ポリシー・基準を維持しているか確

認する。

・ 解撤の際は当社独自の解撤売船契約書を用い、ヤード

へ引き渡し後は契約に基づいた安全・環境の対応状況

を確認し、解撤工程をモニタリングする。
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●  バングラデシュの船舶解撤ヤードを 
当社認定ヤードに追加

当社は、バングラデシュのPHP Ship Breaking and Recycling 

Industries Ltd.が運営する船舶解撤ヤード PHP Ship Recycling 

Facility（以下「PHPヤード」）を、環境対策や労働安全衛生、

人権尊重に関する当社の基準を満たした認証ヤードに追加しま

した。

当社グループは、（一財）日本海事協会などが「適合鑑定書」

を発行した船舶解撤ヤードに監督を派遣し、当社独自のさら

に厳しい基準で監査に合格した場合に認定ヤードとし、当社グ

ループ所有船の解撤を行っています。これまでにインド、中国、

トルコのヤードが認定されていましたが、バングラデシュの船

舶解撤ヤードが当社の認定ヤードとなるのはPHPヤードが初め

てです。

2023年3月には当社グループのNYKバルク・プロジェクト

（株）が所有する重量物船「KAMO」がPHPヤードに入港し、

同年6月に無事解撤を完了しました。バングラデシュ政府は同

年6月26日にシップリサイクル条約を批准し、同国内でシップ

リサイクル条約の基準を満たしたヤードでの解撤は、日本の海

運会社としては初めてです。

本船の解撤には、船舶管理会社からの監督者に加え、当社

からも海技者や技師を派遣し、燃料油をはじめとする有害物質

の管理、解撤作業の安全手順の順守などを徹底して解撤を完了

しました。また、「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿って

第三者機関による人権デュー・ディリジェンスを実施し、人権

保護の観点から適切な解撤が行われたことも確認しました。

当社グループの（株）ホンマは、東京、横浜を中心に収集した廃

棄物の中間処理、リサイクルを通して、廃棄物削減、資源使用量

削減に取り組んでいます。産業廃棄物の中間処理に加え、2006

年より横浜市の委託を受け、家庭から出る容器包装プラスチック

のリサイクル事業を行っているほか、廃プラや木くずを原料とした

RPF（固形燃料）を製造、製紙メーカーなどに納めています。

外部との共創

再生資源の適切なリサイクルによるサーキュラーエコノミー

実現や労働災害、環境汚染の防止を目指し、当社は2021年5

月、持続可能な海事産業への貢献を目指し業界横断的な活動を

行う国際非営利団体Sustainable Shipping Initiativeが主宰する

「Ship Recycling Transparency Initiative」（SRTI）に邦船社とし

て初めて参加しました。

世界各国の船社、荷主、投資機関などが参加するSRTIは、

ステークホルダーに対する船社の船舶解体ポリシーや実施状況

の情報開示プラットフォームであり、当社はSRTIでの情報開示

を通じて船舶解体プロセスの透明性向上と、外航海運業界に

おける安全・環境・人権に配慮する責任ある船舶リサイクルを

当社は、（株）名村造船所、佐世保重工業（株）と協業して蒸

気タービン機関※1搭載のモス型LNG運搬船の主機換装実現に

取り組んでいます。

LNGは脱炭素社会実現のための重要なトランジションエネル

ギーと位置付けられており、今後の輸送需要は堅調な伸びが予

想されています。一方で、新造LNG運搬船の発注可能数が限ら

れることや、蒸気タービン機関LNG運搬船は現在主流のディー

ゼル機関LNG 運搬船に比べて燃費性能が劣り、徐々に退役が

進んでいることから、LNG輸送の船腹不足が懸念されています。

これを解決するため、3社は蒸気タービン機関LNG運搬船の

主機を最新鋭の2元燃料低速ディーゼル機関※2「X-DF エンジ

ン」への換装を目指します。主機換装による性能改善に加え、

蒸気タービン機関LNG運搬船に搭載されているモス型LNG タ

ンク※3は強靭で、長期使用に耐えうる仕様であり、船舶資源の

有効活用にも寄与します。

当社は2023年10月に（一財）日本海事協会として初めてとな

るLNG運搬船の主機換装に関するAiP※4を取得しました。３社

は主機換装を実現することで安定的なLNG輸送を支えるととも

に、日本の海事クラスターが有する技術力で船舶資源の有効活

用に貢献します。

廃棄物削減／資源使用料削減への取り組み

老齢LNG運搬船を高効率エンジンへ
主機換装する基本設計が完了

シップリサイクル情報開示プラットフォームに参画

詳細は以下をご覧ください
https://www.hnm.co.jp/business/environment/

Link

促進しています。
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当社およびグループ企業の郵船商事（株）は、アズビル山武

フレンドリー（株）、加山興業（株）とともに、2024年4月より自

動車専用船で使用し古くなった車両固縛用ベルト（ラッシングベ

ルト）のリサイクルを開始しました。

当社が運航する自動車専用船で使用期限が過ぎたラッシング

ベルトを回収し、アズビル山武フレンドリー（株）が金属部品と

ベルトに分別、加山興業（株）がプラスチック製のベルトを原料

としたRPF燃料※を製造します。従来、当社独自の安全基準に

基づいた使用年数を過ぎたラッシングベルトは産業廃棄物とし

て処理されるか、中古品として売却されていました。今後は、

廃棄されるラッシングベルトからRPF燃料にリサイクルされるこ

とで、エネルギー資源として再利用されます。

当社が運航する自動車専用船隊全体では年間約20万本

のラッシングベルトが廃棄されており、すべてをリサイクルし

た場合、約20トンのRPF燃料に生まれ変わります。リサイク

ルがスタートした2024年4月には名古屋港で、自動車専用船

「SAGITTARIUS LEADER」から約2万7,000本の中古ラッシン

※ RPF燃料（Refuse derived paper and plastics densified Fuel）：主に産業系廃棄物のうち、
マテリアルリサイクルが困難な古紙や廃プラスチック類を主原料とした固形燃料。熱量が高
く、石炭やコークスなどの化石燃料の代替品として利用されます。RPF燃料は石炭に比べて
約33％のGHG排出量低減効果のある燃料ですが、加山興業（株）では燃料製造時に使用す
る電力をすべて再生可能エネルギー由来とすることで、さらなるGHG排出量削減に貢献して
います

グベルトを回収しました。

リサイクルスキーム

ラッシングベルトの
裁断・分別

郵船商事

リサイクルスキームの構築

ベルト部分の
収集・リサイクル

ラッシングベルトの
回収・運搬

日本郵船 加山興業

RPF燃料の製造

アズビル山武フレンドリー

自動車専用船で使用した車両固縛用ベルトの
リサイクルを開始

※1  蒸気タービン機関：燃料をボイラーで加熱し、生み出した高温高圧の水蒸気を羽根車へ
噴射し、回転エネルギーを生み出す外燃機関。信頼性が高く大型化に適し、初期のLNG運
搬船に多く採用されました

※2  2 元燃料ディーゼル機関：燃料を直接燃焼し、回転エネルギーを生み出す内燃機関。蒸気
タービンより熱効率が優れています。技術発達により大型化が進み、近年のLNG 運搬船に
多く採用されている。重油燃料と天然ガス燃料の2 種類を切り替えて使用できます

※3  モス型LNG タンク：球型構造のLNGタンク。厚く頑丈な作りで、日本建造のLNG船で多く
採用されました

※4 AiP （Approval in Principle）: 基本設計承認
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回収・処理

船舶の減速航海

関連データ

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

大気汚染防止

当社は、米国の船舶向け排気ガス処理事業会社STAX 

Engineering Pty Ltd.と、船舶からの排気ガスを回収・処理す

る技術の利用契約を締結しました。

本件は、カリフォルニア州大気資源局（CARB）が同州に寄港

する船舶に定める排気ガス規制の対象拡大に対応した取り組み

です。CARBの排気ガス規制では現在、カリフォルニア州に寄

港する外航コンテナ船・旅客船などを対象に、停泊中に排出す

る窒素酸化物（NOx）、二酸化炭素を含む反応性ガス（ROG）、

粒子状物質（PM）、ディーゼル微粒子（DPM）などの削減が義

務付けられています。2025年には自動車専用船やタンカーも

対象となることから対応が急務となっており、当社は本技術を

活用し当社運航の自動車専用船が停泊中に発する排気ガスを

2025年1月から回収・処理します。

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

当社グループは、「日本郵船グループ 環境ビジョン」におい

て特に対処すべき3つの環境課題の一つに「大気汚染防止」を

掲げています。

大気汚染防止を含む環境関連課題のガバナンス体制につい

ては「環境マネジメント」をご参照ください。

当社グループは、大気汚染物質の排出に関する国際的な規

制と各地域特有の規制に則り、船舶および航空機を運航してい

ます。

環境規制を満たした船舶の発注を前提に、運航にあたっては

規制に適合する油（低硫黄燃料油）の適切な使用を義務付ける

とともに、硫黄を含まないクリーンなLNG燃料を使用するなど

大気汚染物質の削減を着実に実行します。さらに、燃料油の

分析を継続的に行っていくことで、規制に適合した燃料油の使

用を確実に管理しています。

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

同技術による排気ガス回収・処理のイメージ

当社グループは、米国カリフォルニア州ロングビーチ港湾局

が実施する減速航海プログラム「グリーンフラッグ」にも参加

しています。このプログラムは船舶からの排気ガスを抑制する

目的で導入されたもので、各海運会社に沿岸40マイル以内の

海域において船速12ノット以下での航行を推奨しています。

当社は例年90%以上の高順守率を維持しており、グループ

会社のNYKバルク・プロジェクト（株）は、2023年7月に前年

の実績を称えられ優秀企業として表彰されました。

ESG Navigatorと減速航海プログラムに
貢献したオペレーター

NOx、SOxの排出量（船舶由来）

（t）
300,000

200,000

100,000

243,726

26,970

（年度）0 2021

229,722

25,216

2022

238,244

24,994

2023

■ NOx  ■ SOx

自動車専用船からの排気ガスを回収・処理

船舶の減速航海

関連データ

SUSTAINABILITY REPORT 2024 064



環境
グループ社員への啓発

当社がGHG削減目標として掲げる「2050年ネット・ゼロエ

ミッション」達成のためには、すべての社員の環境意識の向上

を図ることが重要です。当社グループの一人ひとりが環境課題

を自分ごととして捉え、積極的に行動する企業風土を醸成すべ

く、環境教育や啓発活動を繰り返し実施するとともに、グルー

プ各社・各部門の担当者がGHGデータの収集と集計に携わる

体制を構築し、運用しています。

環境負荷データの把握は、GHG排出量削減への第一歩です。

当社では、当社グループ全体の環境負荷を把握し各社での取

り組みを促すため、国内・海外の連結子会社を対象に、電気、

ガスや燃料などのエネルギー使用量や産業廃棄物などのGHG

排出量の収集および集計を行っています。

戦略とリスク管理

取り組み

GHG排出量集計のイメージ
国内外グループ会社のGHG排出量の把握

社員教育・環境eラーニング戦略とリスク管理

取り組み

国内外グループ会社のGHG排出量の把握

社員教育・環境eラーニング

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次
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グループ社員への啓発

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

連
結
子
会
社

● 国内

2007年1月より国内主要連結グループ会社を対象にデータ

収集を開始しました。2024年3月時点では、220拠点において

35項目のデータ収集を行っています。

● 海外

2008年1月より海外主要連結グループ会社を対象にデータ

収集を開始しました。2024年3月時点では、342拠点において

国内と同じ35項目のデータを収集しています。

このネットワークはデータの可視化や収集だけでなく、各社

とのコミュニケーションツールにもなっています。2023年度か

らはさらに、本社内各グループにGHG集計担当者を配置し、

連結グループ会社と連携を取りながらScope1からScope３ま

でのGHGデータ収集と集計をより精緻に実施できる体制としま

した。

今後、継続的な分析を行うことでより効果的なGHG排出量

削減に向けて取り組んでいきます。

当社では毎年eラーニングによる環境教育を実施し、社員

の環境意識の維持・向上に努めています。2023年度の環境e

ラーニングでは、主として地球温暖化に対する世界の取り組み、

当社グループの脱炭素化への取り組み、国際海運で進む環境

規制の強化を教材に取り入れました。毎年11月から必須研修

として実施し、世界各国の当社グループ社員が受講しています。

また、当社グループ社員の脱炭素化意識の醸成と脱炭素活動

推進のため、脱炭素に関する勉強会も随時開催しています。

「環境 eラーニング」のスタート画面

日本郵船グループ

脱炭素グループ

本社内グループ 本社内グループ 本社内グループ

日本郵船株式会社

GHGデータの報告 集計・分析結果のフィードバック
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ESGファイナンス

当社は2018年に海運業界で世界初のグリーンボンドを発行

し、2021年には日本初のトランジションボンドを発行するなど

ESGファイナンスにおける先駆的な取り組みを行ってきました。

今後も事業におけるサステナビリティを資金調達の面から支え

るために、より一層ESGファイナンスの深度化を図るとともに、

ESG経営を土台とした成長戦略を幅広いステークホルダーの皆

さまに認知いただくことを目指します。

当社が2024年1月に発行した「グリーン／トランジションファ

イナンス・フレームワーク」※に沿った資金調達を実行し、船舶

の燃料転換や運航効率の改善などをファイナンス面から後押し

することで、脱炭素化を着実に推進します。

2050年ネット・ゼロエミッション達成の実現には、水素やア

ンモニアといった次世代燃料の実用化が不可欠です。当社では

「2050年に向けた船舶燃料転換シナリオ」に沿って、アンモ

ニア燃料タグボート（2024年竣工予定）やアンモニア燃料アン

モニア輸送船（2026年竣工目標）の開発を先導するなど、世界

に先駆けた船舶脱炭素化への取り組みを進めています。

一方、実効ある排出削減のためには、すでに脱炭素の水準

（グリーン）にある次世代燃料などへのプロジェクトに加えて、

省エネルギー・燃料転換やLNG燃料船といったトランジション

施策の取り組みも不可欠です。

グリーンファイナンス

•  グリーンファイナンスの調達資金は、グリーンプロジェクト※1

に充当 

（プロジェクトの例）アンモニア燃料アンモニア輸送船

トランジションファイナンス

•  トランジションファイナンスの調達資金は、トランジションプ

ロジェクト※2に充当 

（プロジェクトの例）LNG燃料船、LPG燃料船

方針

戦略とリスク管理

※ 当社は2024年1月に策定した「日本郵船株式会社 グリーン／トランジションファイナンス・
フレームワーク」に基づいて、ESGファイナンスを進めています。このフレームワークはDNV
ビジネス・アシュアランス・ジャパン（株）により、「グリーンボンド原則2021（ICMA）」、「グリー
ンローン原則2023（LMA他）」、「環境省グリーンボンドガイドライン2022年版」、「クライメー
ト・トランジション・ファイナンス・ハンドブック2023（ICMA）」および「金融庁・経済産業省・
環境省クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針（2021年5月版）」との
適合性に関するセカンド・パーティ・オピニオンを取得しています

※1 グリーンプロジェクト：明確な環境改善効果がある事業を指す
※2  トランジションプロジェクト：脱炭素化に向けた長期的な移行（トランジション）戦略に則っ
たプロジェクトを指す

※1 GX：グリーントランスフォーメーション
※2  浮体式等洋上風力を含む
※3  CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）：二酸化炭素（CO₂）回収・貯留

詳細は以下をご覧ください

脱炭素P.032

日本では2023年5月に、政府の脱炭素戦略を盛り込んだ「脱

炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（GX※1

推進法）」が成立しました。今後10年間で150兆円を超える官

民のGX投資を進めることで、2050年ネット・ゼロエミッショ

ンの実現と産業競争力強化・経済成長を同時に実現すること

を目指しています。

また、同年12月には、GX実現に向けた投資促進策を具体

化する「分野別投資戦略」が発表され、これに基づく投資促

進策の具体化や、GXリーグの稼働など、「成長志向型カーボ

ンプライシング構想」が進み、企業のGX投資の検討・実行

が着実に進展しています。当社グループの事業との関わりでは、

「船舶」「水素等」「次世代再エネ」※2「CCS」※3などが重点分野

に指定されています。

こうした環境下、グリーン／トランジションファイナンスなど

を活用することで、当社グループは、資金調達コストの低減を

図りつつ投資を加速することが可能となります。

戦略
背景

環境認識

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/envi/esg-�nance/

Link
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ESGファイナンス

新たな産業・社会構造への転換を促し、持続可能な社会を

実現するための金融手法であるESGファイナンスは今後ますま

すの普及が見込まれる一方で、その一種であるグリーン／トラ

ンジションファイナンスなどが活用できない場合、調達計画に

基づく適正な規模の調達が困難になるリスクや、競合他社に比

して競争力に劣る条件での資金調達を余儀なくされるリスクが

生じる可能性があります。そのため当社は、ウェブサイトや統

合報告書（NYKレポート）などでさまざまなステークホルダーの

皆さまに対してサプライチェーンに広範に関わる国際海運業に

おける脱炭素化の重要性を積極的に発信し、ESGファイナンス

による資金調達を推進します。

これまでの実績については、当社ウェブサイト「ESGファイナ

ンス」をご参照ください。

取り組み

リスク管理

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/envi/esg-�nance/

Link
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